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中期経営計画（2025年3月期～2029年3月期） 中期経営計画では、2029年3月期の目標達成に向け、「Goldwin500」と「ザ・ノース・フェイス（THE NORTH FACE）」を成長の中核に、ブランドポー
トフォリオの最適化やコト事業の拡大を進めています。2年目となる2026年3月期は、売上高・営業利益ともに過去最高を更新しました。2027年3月
期は、海外展開や研究開発、人材、DXなどへの成長投資を継続しながら、さらなる成長を目指します。あわせて、事業活動に伴う環境負荷の低減を中
長期で進めています。

P L AY  E A R T H  

2 0 3 0

事業における
サステナビリティ

環境における
サステナビリティ

高ROE経営体制の
維持・向上

実需型ビジネスモデルの
磨き上げによる、

高い収益効率性の維持・向上

事業活動に伴う
環境負荷低減

サプライチェーン含め、
事業活動に伴う

環境負荷を低減する

非財務資本の
最大化

見えない資本に投資し、
戦略的に最大化する

リジェネラティブ
活動の推進

地球環境の再生に向けて、 
ステークホルダーと協働で 

リジェネラティブ活動を推進する

グリーンデザインの推進
環境負荷低減素材への移行

脱炭素社会の実現
ネットゼロ

循環型社会の実現
ファッションロス・ゼロ

生物多様性の保全と回復

2026年3月期実績

自社の活動とともにサプライヤーや生活者との取り組みを推進

科学的根拠に基づく自然保護戦略の策定と実施

137,516 141,500 188,500

25,859（18.8%） 23,800（16.8%） 36,000（19.1%）

33,904（24.7%）

●  ゴールドウインブランド売上高は65億円。国内外で9店舗を出店し、直
営店は16店舗へ拡大

●   中国を中心に既存店の成長要因を検証。2026年4月にはGoldwin 
New Yorkオープン

●  他ブランドは4店舗を出店、14店舗を退店し、直営店は50店舗から40
店舗へ

●  一方、全ブランド黒字化には至らず、ブランドごとの収益力向上が課題

●  アルパインツアーサービス株式会社の連結により、「その他」事業売上高
は15.2億円へ拡大

●    石川直樹氏とのヒマラヤツアーなど、ブランドとフィールド体験をつなぐ
取り組みを具体化

●  売上高は1,047億円。アパレル・ギアともに成長
●  大型旗艦店の刷新や、世界初のフットウエア中心のコンセプトショップ
オープンなどお客さま接点を拡充

●  2027年3月期売上高101億円、2028年3月期157億円・黒字化を目指す
●  主要都市でのブランド発信と顧客接点を強化し、2033年3月期510億円へ

●  ブランドの原点である高い機能性を磨き、製品開発力と販売力の強化を通じてブランドファンを拡大
●  フットウエア、ウィメンズ、キッズなど成長カテゴリーを強化し、ブランド価値の向上と持続的な成長
を推進

●  収益性・成長性・競争力を踏まえ、ポートフォリオの最適化を継続
●  各ブランドのコアコンピタンスを明確にし、製品開発・マーケティング資源を重点配分

●  アルパインツアーサービス株式会社を含む「その他」事業は、2027年3月期売上高28億円を計画
●  Play Earth Park Naturing Forestの開業に向け、製品・旅・場をつないだ体験価値を拡大

環境負荷低減素材
使用製品比率

76.6%
90%以上 100%

Scope1+2　 2,155t-CO2

Scope3　235,585t-CO2

Scope1+2　42%削減（2024年3月期比）
Scope3　    25%削減（2024年3月期比）

サプライチェーン
ネットゼロ

製品・材料の廃棄

87.9%削減
（2021年3月期比）

廃棄量 3.5t

自社における
製品・材料廃棄ゼロ

サプライチェーンを含む
製品・材料廃棄ゼロ

32,500（23.0%） 46,000（24.4%）

2026年3月期実績 2027年3月期見通し 2029年3月期見通し

2031年3月期目標 2051年3月期目標

売上高

営業利益（売上高構成比）

経常利益（売上高構成比）

Goldwin500

THE NORTH FACE

Brand Business

コト事業

（単位：百万円）
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COOメッセージ

き、その価値を事業成果へつなげることです。
　2026年3月期は売上高・営業利益ともに過
去最高となりましたが、計画には届きませんで
した。2026年3月期を振り返ると、各ブランドが
持つ強みを、お客さまに十分に伝え、収益へつ
なげ切れていないことが課題だと認識していま
す。2027年3月期は、伸ばす領域を定めて人材
と機能を集中させること、そして「製品をつくる、
届ける、売る、次につなげる」流れを見直すこと
を重点課題として進めます。具体的には、「ザ・
ノース・フェイス（THE NORTH FACE）」の成
長、グローバルブランドの収益改善とポートフォ
リオの見直し、次の成長を支えるオペレーション
の整備に取り組みます。

コアコンピタンスを磨き、ブランドの
「一番強い部分」を、競争力に変える

スポーツ、アウトドア、ライフスタイルの境界が曖
昧になる中、機能性製品を展開する企業は増え
ています。市場が広がることは大きな機会であ
る一方、競争も激しくなっています。だからこそ

重要になるのが、各ブランドが長年培ってきたコ
アコンピタンスです。製品企画、価格設計、販
路、供給計画まで、その強みを一貫して反映する
ことが、他社との違いを生み出すと考えています。
「ザ・ノース・フェイス」の自然環境やアクティビ
ティに応える専門性、「ヘリーハンセン（HELLY 

HANSEN）」の海やセーリングに関する知見、
「カンタベリー（canterbury）」のラグビーに根
差した歴史と信頼。こうした各ブランドの「一番
強い部分」を明確にした製品には、確かな支持
を得ています。「カンタベリー」のボーダーラグ
ビーシャツや、「ヘリーハンセン」のセーリング
ジャケットもその一例です。過去の意匠をそのま
ま繰り返すのではなく、ブランドの原点を現在の
素材や機能、着用シーンに合わせて磨き直す。
そこに、既存のファンとの関係を深めながら、新
たな顧客との接点を生み出す余地があります。
　重要なのは、コアコンピタンスを守るだけでな
く、そこから新しい成長を生み出すことです。自然
環境や競技の中で磨いてきた技術や知見を、隣
接するカテゴリーや新たな利用シーンへ展開す
る。ひとつの製品をきっかけにブランドへの理解
を深め、別の製品や新たなアクティビティへ関心

を広げてもらう。ブランドの原点を強くすることと、
その価値をより広い市場へ展開することは、別々
の取り組みではありません。コアを磨き、その価
値を新たな顧客、カテゴリー、市場へ展開する。
それが当社のブランド成長の基本です。

ブランドの原点から、
「ザ·ノース·フェイス」の成長領域を広げる

ブランド認知度80％を超える「ザ・ノース・フェ
イス」は、ブランド生誕60周年を迎えた現在も多
くのお客さまに支持されています。この支持を
次の成長につなげるためには、このブランドを
知る人を増やすだけでなく、ブランドファンを増
やすことで、継続的な支持につなげていくことが
重要です。「知っている」「一度購入したことがあ
る」という関係から、「『ザ・ノース・フェイス』だ
から選ぶ」という関係へ進むこと。ひとりのお客
さまとの関係をより深くし、二度、三度と選んで
いただけるブランドになることです。ブランド誕
生60周年となる2026年は、その転換を加速さ
せる節目と位置づけています。

ブランドの強みを、事業成果へ変える

2026年3月期から当社はCXO体制へ移行し、
各機能の専門性を高める体制を整えました。そ
のなかでCOOである私の役割は、各CXOや事
業部門の専門性をブランドごとにつなぎ、製品
企画、マーケティング、供給、販売を一体として
動かすことで、ブランドの強みを継続的な売上と
利益へ変えていくことです。伸ばす領域を明確
にし、そこに人材と機能を集中させるとともに、
「製品をつくる、届ける、売る、次につなげる」と
いう一連の流れを見直していきます。COOとし
て担う範囲が広がっても、ブランド経営で大切に
している考え方は変わりません。それは、各ブ
ランドが長年培ってきた「一番強い部分」を磨

ブランドの強みを、
事業の一体運営で収益へ変え、
成長領域へ経営資源を集中する。

取締役副社長執行役員COO（最高執行責任者）
ザ・ノース・フェイス事業本部長 兼
グローバルブランド事業本部長

森 光

ザ・ノース・フェイス｜ブランド価値の向上

ブランド生誕 60周年。築いたブランド認知を収益に変えきれていないことが課題。目指すのはブランドファンを増やすこと

“知られている”強さを、“選ばれる”強さへ

ブランド認知度

80%超
ブランド認知（資産）の
収益への転換余地が残されている

認知者に占める購入度

約20%（当社調査）

製品力｜選ぶ理由をつくる 伝達力｜選ぶ理由を届ける

Brand
Fan

新しさが生まれ続ける仕組みづくり

・ 新規製品の開発力の強化
　 開発サイクルを速め、新しさを絶やさない 
開発体制へ

・ 企画プロセスの見直し
　 市場での検証を組み込み、仕組みとして 
ヒット製品を生み出し続ける体制へ

・ 直営店の強化
　販売員を、製品の魅力を語れる人材へ

・ ホールセール先のセールスルー向上
　店頭表現力を、卸売場の販売力に展開

・ブランド生誕 60周年
　ブランドの歴史を、製品の説得力へ転換

売場で売りきる力
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　その起点となるのは、ブランドの原点である
高い機能性と、アクティビティへの挑戦や、自然
との調和です。最高峰カテゴリーのサミットシ
リーズは、誕生25周年に合わせて開発背景や
価値を発信した結果、売上が前年を大きく上回
りました。機能だけでなく、どのような環境で、
誰のために生み出された製品なのかまで伝える
ことが、価格を超えて選ばれる理由になります。
まずコアを強くし、そこで磨いた技術や信頼を、
日常の快適性や新たなカテゴリーへ広げていく。
それが「ザ・ノース・フェイス」の成長の基本です。
　成長余地が大きいカテゴリーとして、フットウ
エア、ウィメンズ、キッズ、アンダーウエアなどを

位置づけています。そのひとつが、売上が前年
を大きく上回ったフットウエアです。「ザ・ノース・
フェイス」の強みは、トレイルランニングをはじ
めとする厳しい環境で磨いてきた技術にありま
す。そこで培った技術を、ロードランニング、さら

域を広げすぎないことも重要な経営判断です。
　また、中核ブランドへの集中だけで完結するの
ではなく、異なる市場との接点を持ち続けるこ
とは、事業全体の安定性や柔軟性、変化への対
応力にもつながります。特定の競技や市場で築
いてきた専門性や顧客との関係は、短期間では
形成できない重要な事業資産です。当社が目指
すのは、明確な中核ブランドを持ちながら、各ブ
ランドがそれぞれの役割と強みを発揮し、会社
全体として厚みのある価値を生み出す構成です。
　今後も、各ブランドの役割や事業環境の変化
を踏まえながら、既存ブランドの強化、継続、再
構築、終了を適切に判断していきます。また、海
外ブランドの製品を国内で展開するディストリ
ビューション型の事業やM&Aの活用も、既存ブ
ランドとの親和性や補完関係などを見極めた上
で検討していきます。ブランドポートフォリオを
完成形として固定するのではなく、最適化し続
ける力そのものを当社の強みにしていきます。

需要と供給をつなぐ事業基盤を整備し、
利益ある成長を支える

ブランドごとの戦略を継続的な成果へつなげる
には、製品企画、マーケティング、販売、生産、物
流、データをひとつの流れとして動かす必要が
あります。当社は事業の成長に応じて各機能を

には日常用途へと広げます。2026年4月には、
大阪・心斎橋にブランドとして世界初となるフッ
トウエアを中心としたコンセプトショップをオー
プンしました。専門スタッフによる計測や提案を
通じて、製品だけでなく、その背景にある技術や
専門性まで伝える。製品をつくるだけでなく、選
ばれる接点までをつくることで、フットウエアを
次の成長カテゴリーへ育てます。
　カテゴリーを広げるだけでなく、ひとつの製品
との出会いを、次の製品や新たなアクティビティ
へつなげることも重要です。レインウエアを購入
された方が次にシューズやバッグを選ぶ。タウン
ユースをきっかけにハイキングやランニングを体
験する。グループ会社のアルパインツアーサービ
ス株式会社や「ザ・ノース・フェイス」が協賛して
いる湘南国際マラソンなどを通じて、アクティビ
ティを体験していただくことも、ブランドとの関係
を深める重要な接点です。製品と体験の両方を

拡張してきましたが、個別対応を重ねた結果、オ
ペレーションには改善の余地があります。これま
で事業拡大を追う形で整備してきた事業基盤
を、次の成長に耐え得るものへつくり直します。
　その第一歩として、2027年3月期から販売組
織をリテール本部とホールセール本部の2本部
体制へ再編しました。この狙いは、製品をつくる
側と届ける側の距離を縮め、ブランド戦略と販
売現場をより緊密につなぐことです。事業部と販
売部門が目標を共有し、直営店や取引先から得
られる顧客の反応や販売動向を、製品企画、販
売施策、在庫配置へ速やかに反映できる体制に
改めます。今後は、売上高だけでなく、初回消化
率、欠品率、在庫回転、値引き率なども捉え、粗
利と在庫の健全性を両立させる。販売組織の再
編を、そうした事業運営への転換につなげます。
　販売現場で捉えた需要は、生産効率を高め
る製品づくりと安定供給にもつなげています。原
材料費や物流費、人件費が上昇する中、企画段
階から機能、素材、デザインと価格のバランスを
見極め、価格に見合う価値を明確に示すことが
重要です。定番製品は年間を通じた生産へ段
階的に切り替え、工場の閑散期も活用すること
で、生産の平準化と原価の抑制につながります。
一方、新規性の高い製品は初期投入量を慎重
に見極め、販売動向を見ながら追加生産や在
庫調整につなげます。安定供給と適正なコスト
を両立する。製品特性に応じて生産の持ち方を

通じて、継続的にブランドと接点を持っていただ
く。パフォーマンス領域でコアを磨き、その価値
を新たなカテゴリーへ広げ、より深いブランド体
験と継続的な支持へつなげる。この循環が「ザ・
ノース・フェイス」を次の成長段階へ進める原動
力です。売上高だけでなく、初回消化率、在庫回
転、値引き率、リピート率なども見ながら、その
成長が収益性を伴っているかを検証します。

ブランドポートフォリオの最適化は
経営上の重点テーマ

当社にとってブランドポートフォリオの最適化は、
限られた経営資源を適切に配分し、各ブランド
の強みを生かしながら、会社全体として持続的
な成長を実現するための重要な経営課題です。
これは個別ブランドの問題としてだけではなく、
将来どのような会社を目指すのか、どのような
価値を提供するのか、どのような事業領域で社
会とつながるのかという、企業の方向性そのも
のと連動して考えるべきものです。ブランドを単
に並べるのではなく、企業の目指す姿を映す構
成へと磨き続けることが、当社らしい価値創造
を持続的に実現することにつながると考えてい
ます。

　当社のブランドポートフォリオは、「ザ・ノー
ス・フェイス」と「ゴールドウイン（Goldwin）」を

中核に据えつつ、その他のブランドについても一
律に判断するのではなく、それぞれが持つ独自
の市場や顧客基盤、専門性などを踏まえ、当社
全体の企業価値向上に果たす役割を見極めて
います。ブランドポートフォリオの最適化にあたっ
ては、売上規模だけでなく、粗利率や在庫効率、
人材投入に対する成果、将来の供給体制、他ブ
ランドとの相乗効果などを総合的に捉えます。
　最適化が重要である背景には、当社が専門
性の高いモノづくり企業であることもあげられ
ます。限られた人材を広く薄く配分するのではな
く、各ブランドの強みを深く磨き込めるよう配分
することが、品質や独自性を高めることにつな
がります。とりわけ、競技や自然環境を理解し、
製品へ落とし込める専門人材の育成には時間
がかかります。こうした専門性を十分に発揮で
きる領域へ経営資源を集中させるため、事業領

変えることが、欠品と過剰在庫の双方を減らす
鍵になります。
　物流についても、事業の拡大に応じて継ぎ足
してきた拠点や業務プロセスを見直します。生
産から入荷、在庫配置、店舗やお客さまへの配
送までをひとつの流れとして捉え、部分最適で
はなく供給全体の効率を高めます。販売現場で
捉えた需要を生産や物流へ速やかに反映するこ
とで、欠品や過剰在庫を抑えながら、必要な製
品を、適切な場所へ、適切なタイミングで届け
る。こうした供給体制への転換を進めます。
　こうした判断を支えるため、DXを強化してい
ます。製品企画、生産、販売、在庫に関する情
報をつなぎ、各部門が「同じデータを見て、同じ
会話ができる」状態をつくります。AIやデジタル

技術も活用し、集計、確認、転記などの付帯業
務を減らします。事業基盤を整える目的は、効
率を高めることだけではありません。専門性を
持つ従業員が、本来向き合うべき製品、ブラン
ド、顧客について考え、判断する時間を増やすこ
とも重要な目的です。
　伸ばす領域を定め、そこに必要な人材と機能
を集中し、「製品をつくり、届け、売り、次につな
げる」流れを一体で動かす。これまでと同じこと
を続けるだけでは、次の成長は生まれません。
ブランドの強みを確かな収益へ変えながら、新
たな市場と価値を生み出せる事業運営を実現
していきます。

VECTIV ライフスタイルシリーズは 
4型（S26 シーズン）から7型（F26 シーズン）へ拡大

エリア別販売体制から業態別販売体制に再編。D2Cの強みをホールセールに波及していくビジネスモデルを進化

過酷なトレイルランニングで培われた独自のソールテクノロジー「VECTIV」
・ 日常の街履きやアクティブなライフスタイルに応用した高機能シューズコレクション。
・ 歩行時のブレを抑え、自然な推進力によって「一歩が前に出る」軽快な歩行体験を提供

・ ブランドストアを通じた世界観の 
確立
・ OMOを推進し、お客さま満足
度とLTVを最大化させる

・得意先別戦略の精緻化
・ チャネル特性に応じた製品供給の 
最適化

販売本部
（エリアごとの販売体制） 販売戦略室リテール本部

（自主管理業態）
ホールセール本部
（卸売り業態）

北日本販売部 東日本リテール販売部 東日本ホールセール販売部

東日本販売部 西日本リテール販売部 西日本ホールセール販売部

中日本販売部 GOS販売部（旧EC販売部） ホールセール企画部

西日本販売部 リテール企画部

EC販売部 店舗開発室

リテール企画部

店舗開発室

再編
機能別の専門化

COOメッセージ

2026年3月期時点
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ゴールドウイン事業担当役員メッセージ

　その独自性を支える上で重要なのが、スキー、
トレイルランニング、ロードランニングなど、アス
リートや厳しい自然環境の高度な要求に応える
パフォーマンス領域です。日常着として提案する
ライフスタイル製品の比重が高まるほど、ブラン
ド同士の見た目や提案は重なりやすくなります。
だからこそ、パフォーマンス領域では売上規模の
拡大よりも、差別化につながる製品開発を重視
しています。素材や構造、動きやすさ、耐久性を
磨き、そこへ大胆なデザインを組み合わせること
で、「ゴールドウイン」にしかできない表現を追求
します。

　そこで得た技術や発想は、パフォーマンス領域
だけにとどめるのではなく、ライフスタイルの製品
にも活かしていきます。厳しい環境で磨いた機能
を日常の快適さや美しさへつなげることで、「ゴー
ルドウイン」らしい製品をより幅広いお客さまへ届
けていく。こうした流れをつくることが、ブランドの
持続的な成長につながると考えています。
　また、既存の製品開発の延長では見つけにく
い、将来の兆しを探る実験的なプラットフォーム
が「Goldwin 0」です。アート、サイエンス、ネイ
チャーの視点から衣服の機能や構造、デザイン

を探求し、そこで兆しが見えた技術や発想、お客
さまの反応を、通常のコレクションでより多くの
お客さまに届く形へつなげています。「Goldwin 

0」自体をわかりやすく変えるのではなく、そこで
得た知見をメインラインの製品へ活かしていく
ことに意味があります。
　さらに製品群には、新しい価値を提示する
「STATEMENT」、ブランドに新たな動きを与え
る「ENERGY」、長期にわたり事業を支える
「CORE」という役割を持たせ、生産量や価格、
販売期間もそれぞれの性格に応じて設計してい
ます。新しい挑戦から得た知見を取り込みなが
ら、長く支持される製品も更新し続けることで、
ブランドの独自性と事業としての持続性を両立
していきます。

自社ブランドを世界で育て、
次の成長余地を広げる

こうした「ゴールドウイン」ならではの価値を世界
で育てていくことが「Goldwin500」の大きな目
的です。2033年3月期にグローバル売上高510

億円を目指していますが、重要なのはその規模

だけではありません。少子高齢化や人口減少が
進み、国内市場の成長に限りがある中で、海外で
事業を成立させる力を高めていくことは、当社が
持続的に成長するために欠かせません。
　その中で、自社ブランドである「ゴールドウ
イン」を世界で育てることには大きな意味があ
ります。当社はこれまでのブランドビジネスを通
じて製品をつくるクリエイティビティと、店舗や
接客を通じて価値を伝えるリテールオペレー
ションの双方を磨いてきました。「ゴールドウ
イン」では、その強みを活かしながら、製品企画
から価格、販売方法、店舗での表現、お客さま
との接点までを自ら考え、一貫してブランドを育
てていくことができます。世界各地で得た反応
を製品やサービスへ返し、次の価値につなげて
いけることも、自社ブランドを持つ強みです。
　「Goldwin500」は、短期間で売上規模を最
大化するための計画ではありません。プレミア
ムスポーツというポジションを明確にし、ブラン
ドの輪郭を崩すことなく、世界で支持される価
値を積み重ねながら成長していくことを重視し
ています。同時に、自社ブランドを世界で育てる
経験を通じて、人材や組織、物流、システム、ガバ

ロンドン、ソウル、ニューヨークへの新規出店で、グローバルマーケティングを加速

「Goldwin London（ゴールドウイン ロンドン）」 2026.1.31 OPEN

「Goldwin New York（ゴールドウイン ニューヨーク）」 2026.4.24 OPEN

・  マンハッタンのソーホーとノリータの境目に位置するラファイエット・ストリート。
・  スポーツ、アウトドア、ストリート、ラグジュアリーといった多様なカルチャーが交錯し、新たな価値
観やスタイルを世界へ発信する象徴的エリア。
・  店舗面積は、約163㎡。スキー・アウトドア・アスレチック・ライフスタイルウエア、アクセサリー、
バッグなど全カテゴリーを取り扱う。

「Goldwin Seoul（ゴールドウイン ソウル）」 2026.2.14 OPEN

「ゴールドウイン」ならではの価値を磨き、
世界で選ばれるブランドへ

「ゴールドウイン（Goldwin）」が目指しているの
は、高い機能性と洗練された美しさを高次元で
両立する、プレミアムスポーツブランドとしてのポ
ジションを確立することです。規模を先に追うの
ではなく、模倣されにくい独自性を磨き、その結
果として持続的に成長する。その考え方を、ブ
ランドづくりの中心に置いています。その土台に
あるのが、素材、設計、縫製、着心地まで細部に
向き合い、機能の追求から美しさを生み出すモノ
づくりです。こうした姿勢が、当社が大切にしてき
た「Dedication to detail」であり、「ゴールドウ
イン」ならではの価値につながると考えています。

ゴールドウインを
世界で育てる挑戦を、
ゴールドウイン自身が
世界で成長する力へ。

取締役常務執行役員
ゴールドウイン事業本部長

川田 慎二
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のような価値を届けたいのかを起点に、現地と
本社が部門を越えて改善を重ねています。
　一方、ロンドンやニューヨークは「ゴールドウ
イン」の世界観を発信し、グローバルな評価を
得る上で重要な拠点です。またソウルでは、ブ
ランドの価値を発信するとともに、店舗や百貨
店、ECを通じて市場の反応を素早く捉えられる
ことに特徴があります。日本でも、都市型店舗
やフィールドに近い店舗、自社ECなど多様な接
点を活かしながら、製品や顧客体験を磨いてい
ます。こうした各地域の特性を踏まえ、一律の
方法で展開するのではなく、店舗、イベント、
コンテンツ、ECを組み合わせ、それぞれの市場
に適した形で「ゴールドウイン」との接点を広げ
ていきます。

　店舗で得た声だけでなく、現地で制作するコン
テンツへの反応や国別ECの動向も、次の製品
やサービスを考える重要な情報です。オンライン
とオフラインの接点をつなぎ、世界各地のお客さ
まから得た反応を製品開発やサービス、次のコ
ミュニケーションへ反映していくことで、ブランド
とお客さまとの関係を継続的に深めていきます。
　製品を購入いただいた後も、この関係は続き
ます。当社では年間約18,000件近くリペアを
行っていますが、そこで得られるのは、損なわれ
た機能を修復するための知見だけではありま
せん。長く使用する中で、どの素材が傷みやすい
のか、どのような状態になると製品の価値を感
じにくくなるのかを知り、その気付きを素材選び
や耐久性の向上、次の製品開発へ活かすことが
できます。製品をつくり、価値を伝え、使っていた
だき、そこから得た学びを次の製品へ返してい

ナンスまで含めた当社の力をグローバルな水準
へ高めていく。そこまで含めて「Goldwin500」
の意義だと考えています。
　2026年3月期のゴールドウインブランドの売
上高は65億円となり、2027年3月期には101

億円、2028年3月期には157億円を計画してい
ます。これまで海外法人を立ち上げ、ロンドン、
ソウル、ニューヨークなど主要都市に拠点を整
えてきましたが、これからは各拠点を通じて
「ゴールドウイン」の価値を発信し、お客さまと
の関係を深めながら、成長と収益につなげてい
く段階に入ります。
　2028年3月期の157億円は「Goldwin500」
の進捗を見る上でひとつの重要な節目です。た
だ、私が大切にしているのは、157億円に達し
た時点でも「まだ次のページがある」ブランドで
あることです。店舗が増えても一つひとつの場で
「ゴールドウイン」らしい価値を表現できている
か、パフォーマンス領域で新しい価値を生み出し
続けているか、ウィメンズをはじめ新たなお客さ

く。この循環を世界の顧客との間でつくることが
「ゴールドウイン」らしいブランドの育て方だと考
えています。

「ゴールドウイン」を世界で育てる挑戦を、
会社全体の変革へ

「Goldwin500」を進める中で、強く認識するよ
うになったことがあります。それは「ゴールドウ
イン」を世界で育てることは、ひとつのブランド
の海外展開にとどまらず、ゴールドウインという
会社そのものを変えていく挑戦だということで
す。海外に製品を送り、現地で販売するだけで
は、世界で持続的に成長するブランドにはなれま
せん。世界各地のお客さまから得た声を製品や
サービスへ返し、産地や開発、販売までをつなげ
ながら価値を生み出す。そうした「グローバルな
知的製造業」へ進化していく必要があります。
　振り返ると、当初は「Goldwin500」をある程
度独立したプロジェクトとして捉えていたため、
人事、財務、法務、物流、システムといった本社機
能を巻き込むタイミングが遅れました。しかし、海
外法人を立ち上げ、各地で店舗を運営する中で、
ブランドだけが先にグローバル化することはでき
ないと実感しました。事業が世界へ広がれば、そ
れを支えるあらゆる部門にも、世界の市場や制
度、商習慣を理解し、判断する力が求められます。
　現在は、グローバルな物流や産地コストを一
元的に捉える仕組みづくりを進めるとともに、現
地採用や人材配置、育成のあり方も見直してい
ます。「ゴールドウイン」の哲学や製品の価値を
自らの言葉で伝え、現地で起きていることを自

まやカテゴリーへ広がる余地を残せているか。
こうした成長余地を持ちながら規模を広げ、そ
の先の510億円へつなげていきます。

人を介して価値を伝え、
ブランドエクイティを育てる

「ゴールドウイン」を世界で育てる上で、私が特
に重視しているのは製品に込めた価値を人を介
して丁寧に伝えていくことです。「ゴールドウイン」
は、すでに世界中で広く知られたブランドとして
海外展開を始めたわけではありません。認知か
ら一歩進み、「よく知っている」「納得して選ぶ」と
いう関係へつなげるには、人を介した情報や体
験が欠かせないと考えています。私はこれを「人
を仲介したエクイティづくり」と捉えています。素
材や構造、機能、デザインに込めた考え方、その
背景にあるモノづくりへの姿勢まで伝えることで
「ゴールドウイン」への理解と信頼を積み重ねて
いきます。

ら考えて判断できる人材を各地域で育てる。そ
の経験を別の地域や本社へ戻し、組織の知見と
して蓄積していくことが重要です。
　同時に、本社と現地の関係も変えていかなけ
ればなりません。「ゴールドウイン」の哲学や美
意識、品質といったブランドの根幹は共有しな
がら、マーケティングや店舗運営、お客さまとの
コミュニケーションには、その市場を最もよく知
る現地の判断を活かす。本社が答えを与えるだ
けでも、現地に任せきるのでもなく、互いの知見
を持ち寄りながら、ブランドとしての一貫性と市
場への適応力を高めていきます。
　海外では、市場の変化やお客さまニーズへの
対応スピードが問われる一方、法規制や雇用、
契約など、日本国内とは異なるリスクにも向き
合わなければなりません。だからこそ、リスクを
理由に挑戦を止めるのではなく、現場の違和感
や懸念を早い段階で共有し、必要な局面では議
論できる組織であることが重要です。こうした判
断力やコミュニケーションのあり方を会社全体
に蓄積するとともに、ガバナンスやリスクマネジ
メントも、挑戦を抑えるためではなく、より確か
な判断で前へ進むための基盤として機能させて
いきます。

　「Goldwin500」で得たいのは、510億円とい
う売上だけではありません。世界各地のお客さ
ま、従業員、パートナーと向き合う中で得た経験
や知見を製品、サービス、組織へ循環させ、自社
ブランドを世界で育てる力を会社全体の力にして
いく。その積み重ねによって、ゴールドウイン自身
を世界で成長できる企業へ変え、100年を超えて
存在を認められる会社につなげていきます。

　その担い手となるのが、店舗でお客さまと向き
合う販売員です。製品の背景にある意図まで理
解し、自らの言葉で伝える。お客さまの疑問や反
応を受け止めながら対話を重ね、製品の価値へ
の納得を深めていくことで、一度購入いただいて
終わるのではなく、長く「ゴールドウイン」を選ん
でいただける関係が生まれます。世界での認知
を広げると同時に、一人ひとりとの信頼を積み重
ね、ブランドエクイティを育てていくことを重視し
ています。

　中国では、出店を増やすだけでなく、一店舗
当たりの生産性とお客さま満足を高めることに
力を入れています。好調な店舗と課題のある店
舗を比較すると、製品構成やウィメンズ、アクセ
サリーの品揃え、接客、マーケティングなど、改
善すべき点が具体的に見えてきました。直近で
は年次比較が可能な既存店はすべて増収とな
り、時間をかけてブランドへの理解が広がる手
応えも得ています。目標とする売上から施策を
考えるだけではなく、どのようなお客さまに、ど

Goldwin500のプロジェクト全体像

24.3期

24.3期 実績

（注）数値は内部試算（推計・端数処理を含む）であり、合計が一致しない場合があります。

28.3期 計画 33.3期 目標日本 日本中国 中国韓国 韓国欧米他 欧米他
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25.3期 26.3期 27.3期 28.3期 29.3期 30.3期 31.3期 32.3期 33.3期

40,000

40,000

20%

20,000

20,000

-20%

50,000

50,000
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15,680
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28,700

35,600

43,000
51,000

3,328

6,961 15,680

51,000

3,457

22,639

5,685
3,540

地域 CAGR 24→ 28 CAGR 28→ 33 成長ドライバー
日本 +18.3% +10.8% ゴールドウインブランド直営拡大、10店舗体制
中国 +107.1% +32.4% メガシティ出店加速、25店舗体制、D2C主軸
韓国 - +29.0% 百貨店拡張、6店舗体制、差別化路線
欧米他 +33.7% +36.2% 英国自主管理、米国 EC転換、欧州出店検討

ゴールドウイン事業担当役員メッセージ

33.3期 目標
／必要年間

日本 15
年1.5

2店舗
丸の内／原宿

2店舗
京都／札幌

25.3期まで 26.3期 27.3期 28.3期 29.3期～

2店舗
心斎橋（7月） 天神（11月）

原宿 白馬名古屋 銀座

20
年3.0

※百貨店ショップ・イン・ショップ強化1店舗
ソウル

韓国

8
年0.8

1店舗
ロンドン

欧・米 ミラノ パリ1店舗
ニューヨークシティ（4月）

70
年9.2

4店舗
北京／成都
上海／杭州

7店舗
南京／瀋陽／深圳／西安
鄭州／北京アウトレット
上海アウトレット

中国
大陸

杭州➁ 無錫
蘇州 香港

6店舗
上海➁（5月）
北京➁（9月）

蘇州OL（6月） 上海OL➁（9月） 
広州（9月） 武漢（9月）

-7.5

地域別出店実績と計画
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CRDOメッセージ

ズに対して、新たな気付きや発見を製品という
形で届けるためには、その手前にある研究や検
証の積み重ねが欠かせません。ゴールドウイン
では、基礎研究から設計、生産技術までを社内
に持ち、自分たちで仮説を立て、それが現実のも
のとして成立するのかを実験や検証を通じて確
かめています。基礎研究を大切にし、仮説とリア
ルを行き来しながら、エビデンスを持って技術を
つくることは、私たちにとって日々の当たり前で
す。こうした取り組みを継続してきたことこそが、
開発力の源泉になっていると考えています。まだ
用途が定まっていない素材や機能、加工技術に
も向き合い、将来の可能性を探ることも欠かせ
ません。何が生まれるかわからない段階から考
え、試すことで、目の前の要求への対応から一歩
先に進み、新たな発想を蓄えることができます。
　こうした研究開発機能を社内に持ち続けるに
は、人や設備への継続的な投資が必要です。富
山を中心に多くの人材を抱えることは、相応の
固定費が伴います。それでも私たちが研究開発
を重視するのは、ブランドを理解するメンバーが、
研究、設計、生産まで同じ方向を見ながら動き、
部門を越えて密に意思疎通できることに大きな

価値があるからです。自分たちの中に知見を蓄
積し、次の問いを自ら立てられることも、内製で
研究開発機能を持つ意味だと思っています。
　また、私たちは技術とブランドの思想やデザ
インを一体で捉えています。ゴールドウインブラン
ドでは、高い機能性だけでなく、ファッション性や
シルエット、品格まで含めてひとつの製品として
成立させることが求められます。そのため、素材、
パターン、縫製方法、設備、生産技術までを組み
合わせ、美しいデザインと耐久性、フィールドで
求められる機能を一体で形にしています。その
象徴のひとつが、スキーウエアの「OYABE」シ
リーズです。富山本店が位置する小矢部市の名
を冠し、設計から縫製まで高度な技術を結集し
てつくり上げています。高い機能性や耐久性を
維持しながら、難易度の高いデザインをどう形
にするのか。数量やコスト効率だけを優先すれ
ば、必ずしも取り組む必要のない製品かもしれ
ません。それでも技術の限界に挑み、自分たち
にしかできない表現を追求する。その経験が技
術として蓄積され、日常的な製品の品質や、次
のモノづくりにも活かされています。

研究・設計・生産をつなぎ、
発想が循環するR&Dへ

新しい製品を生み出すには、研究、設計、生産
の間で知見や発想が行き来することが重要で
す。R&D本部には、素材、機能、加工技術を探
究する研究開発施設「ゴールドウイン テック・
ラボ」（Goldwin Tech Lab）をはじめ、設計、
サンプル制作、量産を支える生産技術、さらに
リペアまで、モノづくりを支えるさまざまな機能
があります。それぞれの機能をつなぎ、そこで生
まれた知見や発想が互いに行き来する状態を
つくることで、その力をより大きく発揮できると
考えています。例えば、ブランドやデザイナーか
ら新しい表現の要求があれば、それをどう形に
できるのかという仮説を立てます。素材、パ
ターン、縫製、加工方法などの面から検討し、
試作と検証を重ねて製品として成立させてい
く。同時に、研究の過程で見つけた素材や技
術、設計や生産の現場で生まれた工夫が、デザ
イナーやブランド側に新しい発想をもたらすこ
ともあります。R&Dから「こういうこともできる
のではないか」と提案したことが次の製品企画

基礎研究と検証の積み重ねが、
モノづくりの起点になる

R&Dでは、ブランドやデザイナーからの要望やア
イディアを受け、それを技術で形にしていく場面
があります。その役割を果たしながら、私がこれ
からさらに強めたいのは、研究、設計、生産の現
場から自由な発想を生み出し、それをブランドや
デザインへ返していくことです。求められたもの
を形にするだけでなく、技術の側から新しい可能
性を示し、モノづくりを刺激していくことが、これ
から私たちが目指すR&Dの姿です。
　私たちがつくる製品は、お客さまとのコミュニ
ケーションの接点そのものです。変化する気候や
環境、スポーツやアウトドアを楽しむ人々のニー

研究・設計・
生産の力をつなぎ、
新たな発想を
生み出すR&Dへ

取締役常務執行役員CRDO（最高研究開発責任者）
R＆D本部長

新井 元

OYABE

研究開発施設「ゴールドウイン テック・ラボ」
（Goldwin Tech Lab）を構える富山県小矢部市
の名を冠したスキーウエアコレクション。長年培っ
てきた技術を基盤に、先端技術とファッションの視
点を融合し、機能性と上質さを追求しています。
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2027年ラグビー世界大会に向けた日本代表ウ
エアの開発では、3Dボディスキャンに加え、計測
用タイツに404点のマーカーを設置し、走行やス
クラム、タックルなどの動作時に身体がどのよう
に変化するのかを計測しています。そのデータを
もとに、生地の地の目や縫製位置まで検討し、
動きやすさとつかまれにくさを両立する設計を追
求しています。
　サニブラウン・アブデル・ハキーム選手とのウ

エア開発でも、走行姿勢や身体の動きを分析し
ながら、新たな技術につながる知見を得ていま
す。また、中里唯馬氏との協業では、自然環境
に適応してきた衣服の知恵など、異なる視点を
取り込むことで、研究や設計の発想を広げてい
ます。こうした外部からの刺激が、新たな研究
テーマや次の製品開発につながっていきます。製
品を届けた後にも、重要なフィードバックがあり
ます。その接点がリペアです。どの製品の、どの
部分に修理が多いのか。長く使用する中で、どの
ように変化しているのか。こうした情報は、製品
が実際に使われて初めてわかることです。そこで
得た知見を品質改善や次の研究開発へ戻し、使
用後まで含めて知見を蓄積していきます。
　新しい要求や外部からの刺激を受け、仮説を
立て、研究、設計、生産で検証し、製品として届
ける。そして、アスリートやお客さま、リペアの
現場から得た気付きを次の研究へ戻していく。
この循環をより速く、より深く回すことで、R&D

から新しいモノづくりを生み出していきたいと考
えています。

プロフェッショナルが考え、
試し続けられる環境をつくる

こうしたR&Dを支えるのが、一人ひとりの技術
者と、自ら考え、試すことができる環境です。
　研究開発やモノづくりの高度な技術は、人に
宿ります。私は、その属人性自体を否定するので
はなく、一人ひとりが専門性を磨き、プロフェッ
ショナルとして立つことが重要だと考えています。
その中で、高度な技術を持つ人材が次々と育ち、
組織全体がプロフェッショナルの集団となる状
態をつくっていきたいと思っています。そのため
には、技術者を正しく評価し、自らの仕事に誇り
を持てる環境をつくることが欠かせません。人材
育成とともに、研究設備や施設、働く環境への
投資も一体として進める必要があります。AIや
デジタル技術によってオペレーションを合理化
し、そこで生まれた時間や余力を、研究者や技術
者が考え、試し、新しいものを生み出す仕事に振
り向ける。プロフェッショナルがより創造的な仕
事に集中できる環境を整えていきたいと思って
います。

　研究施設や設備への投資も欠かせません。
世界で競争していくためには、世界水準の情報
や設備に触れながら、自らの技術を磨き続けら
れる環境が必要です。今後10年、20年を見据
え、研究開発拠点そのものを高い水準へ引き
上げていくことも必要だと考えています。富山
には山や海があり、自分たちが開発した製品を
実際のフィールドで試す環境にも恵まれていま
す。研究し、つくり、自ら使い、また研究へ戻す
ことができる。こうした土地の特性も、研究者
や技術者がモノづくりに向き合う上で大きな価
値があります。
　また、2026年8月からは、一部のパターンメ
イキング機能を原宿へ移す取り組みも進めてい
ます。東京ではデザイナーとの距離を縮め、ア
イディアが出たときにすぐ設計・試作し、デザ
インへ返していく。一方、富山では設計、サンプ
リング、テストまで含め、中長期の視点で研究・
検証を深める。それぞれの拠点の特性を活かす
ことで、研究、設計、生産の境界をより滑らかに
つないでいきたいと考えています。将来的には、
現在分かれている設計と生産技術の機能も、さ
らに近づけていきたいと思っています。パターン
を設計したらすぐにサンプルをつくり、検証し、
改善する。そのサイクルを速め、現場から新し
い発想が生まれる機会をさらに増やしていきた
いと考えています。

やデザインにつながり、そこからさらに新しい研
究テーマが生まれる。ブランドからR&Dへ、

R&Dからブランドへと、発想や問いが行き来す
る双方向の循環を強くすることが、これからの
R&Dに必要だと考えています。
　その循環に、新しい問いを持ち込んでくれる存
在のひとつがアスリートです。高いレベルで競技
に向き合う選手の要求に応えようとすると、これ
まで見えていなかった課題が浮かび上がります。

CRDOメッセージ

サニブラウン・アブデル・ハキーム選手とのウエア開発
走行姿勢や身体の動きを分析しながら、競技パフォーマンスを支えるウエアを開発。アスリートの
高い要求に向き合う中で得られる知見を、新たな技術や次の製品開発にもつなげています。

ラグビー日本代表ウエア開発

3Dボディスキャンや動作計測を通じて、走行やスクラム、タックル時の身体の変化を分析。得られ
たデータをもとに、生地の方向や縫製位置まで検証し、動きやすさとつかまれにくさの両立を追求
しています。

中里唯馬氏とのプロジェクト
ファッションデザイナーの中里唯馬氏とともに、世界各地で自然環境に適応してきた衣服に着目。日本の伝統的な雨具「蓑」の構造や機能などを手がかりに、
気候変動に対応するウエアの可能性を探っています。

R&Dと調達の連携を起点に、
モノづくり全体を高める

これからR&D本部が果たす役割は、製品開発の
中だけにとどまりません。研究や生産技術の知
見を、事業部門や調達、工場、サプライヤーまで
広げ、モノづくり全体を横につないでいくことも
重要だと考えています。その中で、今後さらに重
要になるテーマのひとつがサステナビリティです。
環境負荷の低減と製品の機能性・品質の向上を
両立するために、素材から製造、物流、廃棄ま
で、モノづくり全体を捉える必要があります。
　今後の製造先選定においても、安定した生産
に加えて、私たちが求める品質や環境への考え
方を共有し、一緒にモノづくりをよりよくしていけ
ることが重要になると考えています。R&D本部
には、生産技術の知見を活かして、工場に対す
る技術支援や設備・設計に関するアドバイスを
行う役割も求められます。調達とR&D、事業部
門がそれぞれの知見を持ち寄り、サプライヤーと
もより深いパートナーシップを築くことで、品質
を高めながら、より合理的なサプライチェーンを
つくっていきたいと思っています。
　環境負荷を捉える際には、生産や輸送に使う
エネルギー、裁断時に発生する端材、どこで生産
し、どこへ運ぶのかといったプロセス全体を見て
いく必要があります。循環可能な素材を採用す
る場合も、その選択が全体としてどのような意味
を持つのかを検証する。一つひとつの判断につ

いて、根拠を持って説明できる状態をつくること
が重要です。そのためには、サプライチェーンの
中で、これまでオープンにしてこなかった技術や
ノウハウに関わる情報まで共有する場面も増え
ていくでしょう。そうした情報を持ち寄り、トライ
アンドエラーを重ねながら、一緒によりよい答え
を探していくには、取引関係を超えた信頼関係
が欠かせません。自社に研究開発機能を持って
いるからこそ、自ら仮説を立て、検証し、自分た
ちなりの基準をつくることができます。さまざま
な専門家やパートナーの知見も取り入れながら、
自分たちで進むべき道筋を考えていく。ここに
も、R&D本部を持つゴールドウインの強みがあ
ると考えています。
　私は、R&D本部がこうした変化に対する社内
のファーストムーバーになるべきだと考えていま
す。新しい技術や考え方をいち早く探り、自ら仮
説を立て、試しながら、調達や事業部門、サプラ
イヤーを巻き込んで形にしていく。その過程で得
た知見を自分たちなりの技術や基準として蓄積
し、次のモノづくりへとつなげていきます。その
原動力になるのは、研究や技術に対する好奇心
です。求められたものを形にするだけではなく、
R&Dから新しい可能性を示し、ブランドや製品
企画、そしてモノづくり全体を刺激していく。そう
した発想の起点となるR&Dをつくることで、ゴー
ルドウインならではの新しい価値を生み出してい
きたいと考えています。
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お客さま・パートナーと長く付き合う。
現場の力をつなぎ、
ブランドの価値を届ける。

執行役員CSLO（最高販売責任者）

今井 豊 販売組織をつなぎ、現場の力を全社へ

お客さまやパートナーと長く付き合っていくた
めには、それぞれの販売チャネルが持つ強みを
活かしながら、そこで培った知見をつないでい
くことが重要です。当社の販売部門は長年、直
営店とホールセールという流通別の組織を軸
に成長してきました。直営店を拡大する一方、
ホールセールでも大型スポーツ用品店などと
の取引を広げてきましたが、市場の飽和が進
む中、従来の枠組みだけでは新しい発想や販
売手法を生み出しにくいという課題も見えてき
ました。
そこで2027年3月期からは、「リテール本
部」と「ホールセール本部」に再編し、両者を販
売戦略室がつなぐ体制としました。（P.39参照）
直営店で培ってきた売場づくりや接客、在庫運

用、顧客データなどの知見をホールセールにも
活かし、チャネルごとに蓄積してきた知見や強
みを掛け合わせて、新しい販売のあり方につな
げていくことが狙いです。
私は、販売戦略室を軸に、販売部門全体が

ハブとして機能することが大切だと考えていま
す。店頭で何が起きているかを最もよく知ってい
るのは販売員です。その声を事業部や製品企
画、マーケティングなどにつなぎ、次の製品や施
策に活かしていく。製品を知り、店舗を知り、お
客さまを知る販売部門ならではの力を、組織全
体でもっと活かしていきたいと思っています。現
場で得たお客さまの声や兆しを社内に還流し、
次の製品や施策につなげていく。こうした現場
と社内をつなぐ力そのものが、販売部門の競争
力だと考えています。

2026年3月期は、売上高が前年を上回りま
したが、計画には届きませんでした。主要エリ
アでは旗艦店の増床・刷新を進め、ブランドの
世界観をより深く伝える拠点を強化できた一
方、インバウンド需要の変化や一部の冬物製
品の苦戦は課題として残りました。この経験を
踏まえ、現場で得た声やデータを事業部と共
有し、それをもとに次に何をするのかまで一緒
に考える連携を、今後さらに強めていきます。
こうした販売のあり方を考える上で、私が何よ
り大切にしているのが、お客さまやパートナーと
の関係です。

ブランドを正しく伝え、
お客さまと長く付き合う

私が販売戦略を考える上で、最も大切にしてい
るのは「お客さまやパートナーと長く付き合え
るか」という視点です。私にとってこれが販売
戦略の根源です。何か判断に迷ったときには、
「これをやったらお客さまと長く付き合えるの
か」と、いつもそこに立ち返ります。短期的に売
上をつくる方法はいくつもあります。しかし、そ
れによってブランドの価値を損ねたり、お客さま
との関係が途切れたりしては、持続的な成長に
はつながりません。
だからこそ、各販売チャネルがそれぞれの役

割を果たすことが大切です。直営店はブランド
の世界観を体現する場であり、専門店はアウト
ドアやスポーツに精通したコアなお客さまとの
関係を深める重要なパートナーです。大型ス
ポーツ用品店は、新しいお客さまにブランドを
知っていただく接点になります。ECは利便性を
提供するとともに、新たな接点をつくり、購買傾
向などを知るための重要なチャネルです。役割
はそれぞれ違っても、すべてはお客さまとの接点
を広げ、深め、長期的な関係を築いていくことに
つながっています。
この考え方は、ホールセールでも同じです。私
は「得意先」ではなく「パートナー」と呼んでいま
す。製品を納品した後も、売場や販売方法を
パートナーと一緒に考える「コンサルセールス」
を大切にしています。大型スポーツ用品店の
ショップ・イン・ショップでも、当社がVMD（ビ
ジュアルマーチャンダイジング）を手がけ、販売
員を配置するなど、直営店で培ったノウハウを
活かした取り組みを広げています。販売する場
所が違っても、ブランドの魅力を正しく伝えると
いう考え方は変わりません。
そこで重要な役割を担うのが、売場と販売員

です。販売員には、製品の機能に加えて、その製
品がなぜ生まれ、どのような体験につながるの
かまで、自分の言葉で伝えることが求められま
す。
そのためには、販売員自身が体験することが
欠かせません。当社では全長約110kmの「信
越トレイル」を活用した研修など、実際にフィー
ルドへ出る機会を設けています。自分自身が歩
き、製品を使い、そこで感じたことがあるからこ
そ、お客さまの状況を想像し、専門性を持って一
歩先の提案ができる。こうした体験に裏打ちさ
れたコミュニケーションが、当社の販売力を支
え、お客さまとの長期的な関係構築につながっ
ています。
また、製品を購入いただいた後も、お客さま

との関係は続いていきます。リペアや回収など、
販売後の接点も大切です。製品を長く使ってい
ただくことで愛着が生まれ、リペアもまた、お客
さまと再びつながる接点になります。こうした接
点を増やしながら、お客さまとのつながりをより
深くしていきたいと考えています。

データと現場の声をつなぎ、
次の成長機会を捉える

こうした現場で得られる知見を、次の製品や施
策へつなげていくためには、データとの組み合
わせが重要になります。直営店では、売上や客
単価、購入点数、来店状況、在庫など、さまざま
な情報を把握できます。そこにECから得られる
購買データも組み合わせれば、お客さまのニー
ズをより深く捉え、製品提案や在庫配置にも活
かすことができます。
ただ、数字だけでは店頭で起きていることの

すべてはわかりません。製品が売れていないよ
うに見えても、実際には欠品によって販売機会
を逃していることもあります。お客さまが何を
求め、なぜその製品を選んだのかという背景
も、数字だけからは見えてきません。だからこ
そ、データと販売員の声を一緒に見ることが重
要です。数字には表れない現場の兆しを素早く
拾い、事業部などと共有しながら、次の製品・
在庫・施策に反映していく。こうした積み重ね
が、次の成長機会につながると考えています。

AIをはじめとするデジタル技術が進化し、EC

やSNSを通じた販売員のスタイリング提案な
ど、お客さまとの接点も広がっています。こうし
た技術を活かしながらも、重要なのは、現場の
人間だからこそわかることとデータを組み合わ
せることです。お客さまとの会話や体験から得
た知見をデータと重ね、よりよい提案や判断に
つなげていきたいと考えています。
さらに、これまで培ってきた販売力や製品力

を、新しい市場へ広げていくことも次の成長に
向けたテーマです。そのひとつが、法人向けユニ
フォームなどのBtoBビジネスです。現在はまだ
数人の体制で、お問い合わせを受けて提案する
ケースが中心ですが、それでも200～300件規
模の引き合いがあり、市場の可能性を感じてい
ます。「ヘリーハンセン（HELLY HANSEN）」に
よる水族館のユニフォームや、「ニュートラルワー
クス.（NEUTRALWORKS.）」を活用した北海
道ボールパークFビレッジなど、すでにさまざま
な事例も生まれています。
アウトドアやスポーツで培ってきた機能性と、
日常でも着たいと思えるデザイン性を組み合わ
せることで、働く人が快適に過ごせ、その服を着
ることに誇りを持てるような価値を提供したい
と考えています。例えば、長時間立って働く人に
疲れにくいフットウエアやウエアを提案するな
ど、これまでの製品開発で培った知見を活かせ
る領域はまだ広いと考えています。

5年、10年先には、販売チャネルもテクノロ
ジーも大きく変わっているでしょう。そうした変
化の中でも、私が大切にしたいのは、お客さま
とのつながりと、そこから生まれる信頼です。販
売チャネルをつなぎ、現場で得たお客さまの声
や兆しを社内に還流し、次の製品や施策に活か
していく。ブランド、私たち、そしてお客さまが長
くつながり続ける関係をつくるという軸を持ちな
がら、現場の力と新しい技術を活かし、ブランド
価値を届け、お客さまからの信頼を積み重ねる
ことで、持続的な成長につながる販売のあり方
を追求していきます。
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経営戦略と戦略人事の融合

長期ビジョンである、「PLAY EARTH 2030」の

事業と環境におけるサステナビリティの実現を
進める中、私たちが改めて向き合ったのが、経
営戦略を実現するための人事戦略の必要性と
いう課題です。当時の課題は、特定の能力や人
材の不足ということよりも、経営戦略の実現に
必要な役割や組織を未来視点で設計し、適正
なリソースを準備する戦略機能が十分ではな
かったことです。そこで、2024年度の役員合宿
において、人事戦略として「組織・リソースの変
革ロードマップを描き活躍人材をタイムリーに
輩出できる体制を構築すること」を目的に議論
がスタートしました。

議論を進めるうちに、人ありきの人事戦略と
は異なり、役割におけるリソースのあり方を見
直し、人だからできる・人じゃなければできない

ことを市場競争力の源泉とし、戦略として人を
起用する戦略人事として整理されました。経営
戦略を起点に、その達成に必要な役割や機能、
体制、業務を人以外のリソースも含めて定義し、
それをマネジメントするものになります。そして、

従来型の守りの人事ではなく、変化の目まぐる
しいマーケットにおいて、われわれゴールドウ
インは何のために存在するのか、何者なのか、
何になりたいのかを明確にし、マーケットから共
感を得られる会社として成長し続けるために必
要な「競争優位性の源泉」としての人・組織を
設計することが中心となる攻めの人事にシフト
することになります。

2025年度には、1年間を通して2022年度に
導入したジョブ型新人事制度の改定を進めまし
た。2026年度からは、等級・評価・報酬制度を
「活躍人材をタイムリーに輩出する」エコシステ
ムの基盤として運用するフェーズに入っています。

CEOと両輪となり、経営を先回りする
CHROを目指す

CEOとCHROは経営において両輪であるべき
だという言葉を先達の著書の中でよく目にしま
す。私としては、CEOが描くビジョンをそのまま
受け取るという簡単なものではなく、言葉の意
味やその背景まで深く理解し、分解、再構築する
こと、CEOの戦略パートナーとして、人材を「コ
スト」ではなく「投資対象（人的資本）」と捉え直
し、その価値がどのように企業利益や成長に貢
献しているかを定量・定性の両面で可視化する
ことだと考えています。
それには、少なくとも3つの力が必要です。1つ

目が経営理解力。事業モデルと財務を深く理解
し、リソース施策を「利益」につなげる力です。2

つ目が戦略策定力。中長期的な視点で、リソー
ス・組織の変革ロードマップを描く力。そして3

つ目として変革の推進力。既存の慣習を理解し
た上で、強みとして変革し、組織全体を巻き込ん
で新しい文化や仕組みを定着させる力です。こ
れらの力を備え、取締役会で議論された経営戦
略を確実に執行へとつなげていく。その実効性
を高めるための具体的な役割・機能・組織を整

理し、適所適材のリソースマネジメントを経営に
先んじて構想し、積極的に提言していく。こうし
た役割を果たすためにも、CEOと両輪となって
経営を担うことが重要だと考えています。

活躍人材をタイムリーに
輩出する循環構造

上の図は、戦略人事の役割として、私たちが「実
現すること」を整理したものです。まず、最上段の
「経営戦略（活躍人材のタイムリーな輩出）」を達
成するためには、土台となる組織の活性化が必
要となります。そのために、組織への共感や信
頼を高める「高いエンゲージメント」を醸成しま
す。エンゲージメントが高まることで、メンバー
一人ひとりの意識が変わり、自発的な動きを促
す「従業員の行動変容促進」へとつながります。
行動が変われば、それぞれの強みや個性が明確
になり、適材適所ならぬ「適所適材の配置」が

可能になります。こうした個々の活躍や市場価
値に対して評価を行い成果に報いる「市場競争
力のある報酬水準」を用意することで、さらなる
モチベーション向上と外部からの優秀な人材獲
得を実現します。最終的には、これらの施策を
単なるコストとして捉えるのではなく、「人的資
本投資の最適化による戦略的要員人件費計
画」へと落とし込み、投資対効果を最大化させ
ながら、再び「経営戦略（活躍人材のタイムリー
な輩出）」へと還元していく、持続可能な成長
ループ（エコシステム）を構築します。
こうしたエコシステムを動かす上で、HRの中
核となるのが、エンゲージメントになります。従
来の働き方改革に見る従業員満足度とは異な
り、単に居心地がよいということではなく、この
会社が何者なのかを理解し、向かおうとしてい
る未来に共感し、自らの成長を会社の成長とし
て捉え、自ら行動する。その結果として、会社と
従業員が互いに価値を高め合う関係をつくるこ
とで、役割ポートフォリオと人材ポートフォリオの
マッチングを図れることが望ましいと考えます。

未来の役割から、人材ポートフォリオを
描くためのダイバーシティ

また、成果創出に向けたリソースマネジメントを
戦略的に実施する上で、ダイバーシティは必要
不可欠となります。今の時代において、AIの活
用、DX化は避けて通れない流れです。むしろ、
活用できる人材の育成・採用を含め積極的に環

境を整備しないと市場に取り残されます。役割
におけるリソースのあり方は大きく変わり、その
場合のリソースは必ずしもすべてが人であると
は限りません。だからこそ人としてのリソースを
最大限に活かすことが重要となります。人だか
らできる・人じゃなきゃできない、そういった競
争優位性の源泉として人を活かしたマネジメン
トを行う必要があり、その際最大の強みのひと
つは多様性だと考えます。多様な人材が化学反
応を起こす「活躍人材のタイムリーな輩出を可
能とするエコシステム」としての構造を創り出し、
イノベーションを促す文化を定着させることが
可能となります。
そのためにも、アウトドアスポーツアパレル企
業として、従業員の「心と体が健やかな状態」を
保っていることが何よりも重要です。健康が価
値創造の基盤であると考え、健康経営に関する
施策にも注力し推進していきます。
こうした戦略人事を全社で実行に移すため、
今期より戦略人事本部として独立し、従来の人
事 組 織 に 加 え、新 た にCoE（Center of 

Excellence）とHRBP（Human Resource 

Business Partner）のチームを設け、私自身も
前期までの経営企画室の立場から役割をシフト
して取り組みを進めています。
戦略人事としての活動は今期始まったばかり

です。経営戦略の実現に必要な「理想の組織像
（To Be）」を描き、現状（As Is）とのギャップを

埋めるためのリソースマネジメントや組織設計
の面から、経営の意思決定を支えていくことが
私たちの役割だと考えています。

CHROメッセージ

経営の未来を予測し、
未来に必要な組織とリソースを構築する。

執行役員CHRO（最高人事責任者）
戦略人事本部長

髙田 理敬

体制／
役割PF
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JD
設計

業務
設計

「経営戦略の実現に向けた役割（機能）の明確化と、それを支える最適なリソースマネジメント」
～ 活躍人材のタイムリーな輩出を実現する、DX含むダイバーシティの推進 ～
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創出できていることは、当社の収益基盤の確か
さを裏づける成果だと考えています。

2026年3月期は、売上高1,375億円、営業
利益258億円となり、ともに過去最高を更新し
ました。2026年3月期には高い収益力が確認
できた一方、その後の市場変化を踏まえ、現在
は収益構造の持続性を改めて検証しています。
中国大陸からのインバウンド需要の減少や一部
冬物製品の不振、原材料価格や為替の影響を
受け、計画にはわずかに届きませんでしたが、売
上総利益率は53.0％と直近5期間で最も高い
水準となりました。期末の棚卸資産も、売上成
長の範囲内にコントロールしています。
収益を支えたのは、粗利率と在庫の健全性を
最優先する運営です。販売が苦戦した局面で
も、過度な値引きに依存せず、実需に応じて製
品構成を切り替えたことで、収益性とキャッシュ
を守りました。生産体制から販売までの全過程
を通じた効率的な在庫管理を徹底し、売上高
だけでなく、粗利率、在庫、キャッシュ・フローま
でを一体で捉える。この規律が、外部環境の変
化に対する耐性につながっています。
一方、過去最高益であっても計画未達である

以上、事業ごとの課題を曖昧にすることはでき
ません。売上、粗利、在庫、費用、キャッシュの差
異を分解し、どの施策が成果につながり、どこに
改善余地が残るのかを確認する。財務部門に
は、結果を集計するだけでなく、事業部門が次
の打ち手を選べる材料を示す役割があります。
こうして確認できたキャッシュ創出力を土台
に、今後の成長戦略において先行投資の進捗を
将来の収益や競争力の向上といった観点からさ
らに精査していかなければなりません。創出し
たキャッシュをどこへ配分し、どのような成長と
企業価値向上につなげるのか。ここからが、さら
なる成長に向けた次の段階だと捉えています。

創出したキャッシュを、
成長と還元へ配分する

中期経営計画では、「Goldwin500」を中心と
する成長投資に加え、DX・AI、基幹システム、
研究開発、人材、「Play Earth Park Naturing 

Forest」などへの事業基盤投資を進めていま
す。こういった事業基盤への投資は、資本効率

と将来の競争力の両面から優先順位を見極め
ていきます。資本配分では、事業戦略との整合
性、収益化までの時間、キャッシュ・フローへの
影響、見直しの余地を軸として案件を比較しま
す。足元の利益率だけでなく、その先の収益力
へつながるかを見極めます。
同時に、株主還元も重要な資本配分のひとつ

です。2025年3月期から2026年3月期までの2

年間では、配当と自己株式の取得を合わせて約
252億円を還元しました。成長投資のための資
金を確保しながら、DOE6％以上、総還元性向
40％を目安とする還元方針を着実に実行する。
成長と還元を両立することが、当社の財務・資
本戦略の基本姿勢です。

2026年3月期のROEは20.1％となりまし
た。もっとも、私たちはROEの達成を先に置い
て経営判断を行うわけではありません。製品や
ブランドの価値を高め、収益性を維持し、事業
を成長させた結果として、高い資本効率が実現
することが望ましい姿です。自己資本比率
76.9％という健全な財務基盤を維持し、レバ
レッジに大きく依存せずにROE20％以上を確
保していることは、財務レバレッジではなく、事

投資の成果をエビデンスで示す段階へ

中期経営計画の2年間を終え強く認識している
のは、投資の意義や将来像を説明するだけでは
なく、具体的な事業進捗と数値で示す段階に
入ったということです。投資家の皆さまとの対話
を通じても、当社が進めてきた投資が、どのよう
に成長や収益力につながるのか、より明確な裏
づけが求められていると感じています。

2026年3月期の営業キャッシュ・フローは
262億円となり、中期経営計画の2年間累計で
は506億円に達しました。これは、当社のキャッ
シュ創出力が積み上がっていることを示す重要
な成果です。先行投資を進めるなかでも、成長
投資と株主還元を支えるキャッシュを安定的に

健全な財務基盤を土台に、
創出したキャッシュを次の成長へ。
投資の成果を、
具体的な事業進捗と数値で示す。

取締役副社長執行役員CFO（最高財務責任者）

白崎 道雄

自己資本比率76.9%・実質無借金を維持。ROEは20%台を維持

連結貸借対照表

22.3期 23.3期 24.3期 25.3期 26.3期

ROE 24.7% 29.3% 27.0% 23.2% 20.1%

自己資本比率 63.9% 67.4% 70.9% 73.2% 76.9%

有利子負債 2,585 4,188 1,372 354 1,070

D／Eレシオ（倍） 0.04 0.05 0.01 0.003 0.008

CFOメッセージ

22.3期
資産 負債+

純資産

43,598

55,486

63,411

30,386

23.3期
資産 負債+

純資産

24.3期
資産 負債+

純資産

25.3期
資産 負債+

純資産

26.3期
資産 負債+

純資産

■固定資産　■流動資産　■純資産　■固定負債　■流動負債

5,287

49,332

69,184

80,056

34,082
4,378

57,144

83,832

100,170

35,866
4,940

57,438

93,438

111,203

37,391
2,282

65,304

102,923

130,499

32,326
5,402

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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できることの方が重要です。2028年3月期の黒
字化という目標は共有しつつ、投資の順序や規
模、出店時期は固定せず、収益モデルの確立に
最も効果的な選択を続けていきます。
「Goldwin500」は、当社のブランド価値、製
品開発力、販売力を、海外でもキャッシュ創出
力へ転換できるかを問う投資です。こうした検
証を積み重ねながら、2028年3月期の黒字化
を収益モデル確立のひとつの試金石とし、その
成果を示していきます。

長期価値を育てる投資にも、
財務規律を通す

先行投資の成果は、短期間で売上や利益に表
れるものばかりではありません。当社は、将来
の競争力と企業価値を支える事業基盤への投
資も進めています。

2026年5月に策定した「Goldwin Regenerative 

Journey（サステナビリティ方針）」は、当社が生
み出す価値と、その実現に向けた資本配分の方
向を示す考え方です。財務・資本戦略の観点か
らも、事業基盤投資の優先順位を定め、中長期
のブランド価値と事業機会へつなげる軸として

業そのものの収益力によって高い資本効率を生
み出していることの証左だと考えています。
一方で、財務構成も固定的に捉えているわけ

ではなく、事業戦略に応じて最適な形を選択し
ていきます。海外事業の拡大やM&A案件では、
時間やノウハウを買うという視点も必要です。企
業価値の向上につながる局面では、負債の活用
も選択肢になります。既存事業のようにキャッ
シュ創出力が確立している領域と、新たな投資
を必要とする領域を分け、キャッシュ・フローや
バランスシートへの影響を見ながら、資金調達
の方法を柔軟に判断します。
成長への挑戦には、成功もあれば失敗もあり

ます。だからこそ重要なのは、投資後の検証で
す。キャッシュ・フローや事業進捗を継続的に確
認し、当初の前提と実績との差を見極めていき
ます。計画が進展すれば追加投資を検討し、前
提が崩れた場合には、投資の規模や時期、戦略
を見直す。必要な局面では、勇気を持ってやめ
ることや、損切りを先送りしないことも経営判断
のひとつです。

挑戦を止めない一方で、うまくいかなかった
案件の損失をいかに小さくするか。その両面を
考え、バランスシートの健全性を守ることが、
CFOとしての重要な役割だと考えています。

位置づけています。
「Play Earth Park Naturing Forest」は、そ
の考え方を具体的な場として示す事業基盤投
資です。製品販売だけでなく、自然や地域との
関わりを通じた体験価値を提供することで、当
社が目指す企業像を体現する取り組みです。コ
ト事業を通じて、企業ブランドへの理解や共感を
深め、お客さま、従業員、地域、パートナーとの新
たな関係を生み出す。こうしたつながりが、長期
的には当社を支持してくださる方々の広がりや、
新たな事業機会につながると考えています。
この投資の価値は、施設単体の短期利益だけ

では測れません。だからこそ、理念や将来性に加
え、事業性や資本効率の視点も踏まえて判断しま
す。CFOとしては、投資額と進捗、フリーキャッ
シュ・フローへの影響、事業としての持続性、既存
事業との相乗効果につながっているかなど、総合
的かつ継続的に評価し、想定との差が生じた場
合には、資本配分や進め方を柔軟に見直します。
同施設については、来場者数や施設収益に
加え、企業ブランドへの理解、顧客・地域との接
点、採用や新たな事業機会への波及も段階的
に確認します。短期の財務指標だけでは捉えに
くい価値にも先行指標を設け、投資時に置いた
仮説の進捗を検証していきます。

強固な財務基盤の価値は、成長機会が訪れ
た時に機動的な意思決定を可能にすることにあ
ります。創出したキャッシュを次の成長へ振り向
け、その成果を収益力の強化と企業価値の向上
として示していきます。

「Goldwin500」で、
海外収益モデルの再現性を示す

先行投資の成果を示す上で、最も重要なテーマ
のひとつが「Goldwin500」です。見るべきは海
外売上高の拡大のみではなく、収益を伴う事業
構造への転換です。粗利率、販管費、在庫、店
舗投資、営業キャッシュ・フローをあわせて見な
がら、その転換が進んでいるかを確認していき
ます。

2027年3月期は売上高101億円、営業損失
約7億円を計画しています。翌2028年3月期に
は、売上高157億円、営業黒字化を目指します。
この節目で事業規模と収益性の双方を確認で
きれば、国内で培ってきた収益モデルを海外で
も成立させられることの重要なエビデンスにな
ります。
その考え方を裏づけるひとつの事例が、中国事

環境・社会領域の投資も同様です。活動量を
示すだけでなく、製品や企業への信頼、顧客と
の関係、新たな事業機会、将来のキャッシュ創
出力へどう結びつくかを、可能な限り具体的に
示します。
先行指標は、測定できる項目を並べるだけで

は意味がありません。ブランド理解や顧客接点
の広がりが、再来訪、購買、採用、共創機会へど
う波及し、将来の収益やキャッシュへつながる
のか。投資時に置いた仮説を、指標と実績の両
面から更新していきます。
短期的な財務成果だけでは捉えにくい価値

にも投資しながら、その投資を将来の競争力と
企業価値へつなげていく。そのためには、志だ
けでなく、投資の進捗やキャッシュ・フローへの
影響を継続的に見極め、必要に応じて資本配
分や進め方を見直す規律が欠かせません。
当社は今、これまで積み上げてきたキャッシュ
創出力を土台に、成長投資の成果を具体的な
事業進捗と数値をもとに検証し、精度を高める
段階にあると認識しています。成長への挑戦と
株主還元を両立し、その進捗を投資家の皆さま
へ継続的に示す。そして対話で得た指摘も、指
標と説明の改善に反映し、持続的な企業価値
向上につなげていきます。

業です。中国事業が計画を前倒しして黒字化し
たことは、海外でも収益構造を構築できる可能
性を示す初期的な成果です。ただし、市場規模
や商習慣、必要な投資は地域によって異なりま
す。中国で得た知見をそのまま他地域へ当ては
めるのではなく、各地域の事業段階に応じて収
益性とキャッシュ回収の基準を設定し、海外に
おける収益モデルの再現性を検証していきます。
評価の軸は、投じた資本がどの程度の期間で

キャッシュへ戻るかです。店舗投資の回収期間、
在庫回転、販管費率などを継続的に追い、事業
の拡大に伴って収益構造が着実に改善している
かを測ります。こうした指標の定点観測を通じ
て、投資が計画通り進んでいるのか、それとも軌
道修正が必要なのかを判断します。
同時に、赤字の性質を見誤らないことも重要

です。将来の成長に必要な先行投資による赤字
なのか、店舗の生産性や在庫回転、費用構造に
課題がある赤字なのかでは、取るべき対応が異
なります。投資期であっても、店舗の立ち上がり
や既存店の生産性などの先行指標を追い、収
益化に向けた着実な進展が見られるかを判断
します。

投資では、当初の計画どおりに進めることよ
りも、環境変化に応じて最適な資本配分へ修正

CFOメッセージ

株主還元方針

1株当たり配当金とDOE（株主資本配当率）の推移　※株式分割後

2027年3月期は16期連続の増配計画。配当バランス（中間：期末）は50：50の通年型にシフト営業CF創出力 5期間累計 1,200～1,300億円（25.3期244億円→年平均260億円）

（単位：円）
中間配当

16.3期 17.3期 18.3期 19.3期 20.3期 21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期 26.3期 27.3期
（見通し）
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0

（単位：%）
9
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3

0

（注） 2025年10月1日を効力発生日として普通株式1株につき3株の割合をもって株式分割を実施したため、分割後の配当金額を記載。21.3期、24.3期は記念配当：3.3円（分割前：10円）を実施
 26.3期の中間配当金には、創業75周年記念配当：3.3円（分割前：10円）が含まれる。期末配当金は1株当たり29円の普通配当とし、年間配当金合計は58円となりました
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キャッシュ・アロケーション

キャッシュ・フロー5年推移 （単位：百万円）

決算期 売上高 営業CF 営業CFマージン FCF FCFマージン 減価償却
22.3期 98,235 18,049 7.5% 5,834 5.9% 1,646

23.3期 115,052 20,222 15.7% 14,668 12.7% 1,762

24.3期 126,907 18,551 15.9% 18,734 14.8% 2,046

25.3期 132,305 24,437 18.5% 24,645 18.6% 2,299

26.3期 137,516 26,257 19.1% 12,789 9.3% 2,529

配分比率 金額（5期間） 主要取組

成長投資 30～35% 360～455億円 Goldwin500（海外法人・出店）　THE NORTH FACE市場拡張、シューズ・キッズ展開

事業基盤投資 20～25% 240～325億円
基幹システム刷新／DX、Play Earth Park Naturing Forest

会員システム強化、素材・研究開発

ESG投資 10～15% 120～195億円 環境保全・循環型事業（リセール・リペア）　スタートアップ投資

株主還元 30～40% 360～520億円 配当（DOE 6%以上）　機動的自社株買い（総還元性向 40%目安）
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売上高／営業利益 直営店舗数／自主管理売上比率

自己資本利益率（ROE）／1株当たり当期純利益（EPS）

親会社株主に帰属する当期純利益／売上高営業利益率 EC売上高／EC売上高比率

売上高総利益率

（百万円）   （店舗） （%）

        （%） （円）

（百万円） （%） （百万円） （%）

        （%） 

 親会社株主に帰属する当期純利益（左軸）　  売上高営業利益率（右軸）  直営店舗数（左軸）　  自主管理売上比率（右軸） 売上高　  営業利益  EC売上高（左軸）　  EC売上高比率（右軸）

　  ROE（左軸）　  EPS（右軸）

当期純利益は2022年3月期の143億円から2026年3月期には240

億円へと拡大しました。売上高営業利益率も18.8%と高い水準を維
持しています。ブランド価値の向上と継続的なコスト管理を通じて収
益基盤を強化し、中期経営計画で掲げる持続的な成長に向けた取り
組みを進めています。

EC売上高は2022年3月期の129億円から2026年3月期には200

億円へと拡大しました。オンラインとオフラインの連携を通じて顧客
接点の高度化を進め、デジタルを活用したブランド体験の向上と、さ
らなる成長につなげています。

売上高総利益率は5期連続で50%を超え、2026年3月期には
53.0%となりました。高付加価値な製品・ブランドを軸とした事業展
開と適切な原価管理を通じて、高い収益性を支える事業基盤を構築
しています。

2026.32025.32023.3 2024.32022.30

2

1
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4

1.5 1.5 1.4 1.4 1.4

販売ロス率

        （%）

販売ロス率は2022年3月期の1.5%から2026年3月期も1.4%と、
着実に低水準を維持しています。適正在庫管理や需要予測の高度化
を継続し、値引き・廃棄の最小化を図ることで、高ROE経営体制の
維持・向上とサステナビリティの推進を支えています。
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棚卸資産残高／棚卸資産回転月数

（百万円） （カ月）

 棚卸資産残高（左軸）　  棚卸資産回転月数（右軸）

2026年3月期の棚卸資産残高は197億円となった一方、棚卸資産
回転月数は前期の1.74カ月から1.72カ月へ改善しました。適切な
在庫コントロールを通じて、事業成長に対応しながら資産効率の向
上を進めています。

5期連続で増収となり、売上高は2022年3月期の982億円から
2026年3月期には1,375億円へ拡大しました。営業利益も同期間
で165億円から258億円に増加しています。直営・ECの強化に加え、
ゴールドウインブランドの海外事業も前年実績を上回るなど着実に
伸長しており、国内外で事業基盤の拡大が進んでいます。

直営店舗は約160店の水準を維持し、自主管理売上比率も約60%

で推移しています。直営店とECを重要な顧客接点として位置づけ、
ブランドの世界観を一貫して伝えるとともに、顧客との関係性を深め
ることで、中長期的な収益基盤の強化につなげています。

2026年3月期のROEは20.1%、EPSは175円となりました。高い
資本効率を維持しながら、持続的な利益成長と株主価値の向上を目
指し、自己資本の充実と安定的な株主還元を両立する財務運営を進
めています。

（注）2025年10月1日付で普通株式1株につき3株の割合をもって株式分割を実施しています。
2016年3月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益を算定しています。
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環境負荷低減素材使用製品比率 男女別従業員数／女性管理職比率

廃棄物排出量 従業員1人当たり年間時間外労働時間／
有給休暇取得率

CO2排出量（国内事業所および直営店） 新入社員数（新卒／キャリア）／平均勤続年数

不要衣服回収量 サプライヤー監査における実績

　　（%）     （名） （%）

　 （t）     （時間） （%）

（t-CO2）       （名） （年）

  （kg） 

 国内事業所　  直営店
※2024年3月期から直営店のCO2排出量の算定を行いました。
※2024年3月期の直営店排出量については算定方式の見直しを行い修正しました。

 男性　  女性（左軸）　  女性管理職比率（右軸）

 従業員1人当たり年間時間外労働時間（左軸）　  有給休暇取得率（右軸） 労働および人権  169

安全と衛生  54

製品の品質と
安全性 3

安全と衛生 9 環境4

コーポレート・
ガバナンス 7

法令遵守 3法令遵守 13

責任ある調達  30 労働および人権  32

2026年3月期
セルフアセスメント 
質問表（SAQ）実績

132/394社
での指摘事項
（件）

2026年3月期
実地監査実績

188工場
での課題
（%）

 新卒　  キャリア（左軸）　  平均勤続年数（右軸）

 製品・材料　  その他

国内事業所と直営店のCO2排出量を継続的に把握し、2026年3月
期は国内事業所80t-CO2、直営店2,075t-CO2となりました。排出
実態の可視化を踏まえ、再生可能エネルギーの活用や省エネルギー
化、店舗運営の改善などを通じて、さらなる排出削減に取り組んでい
ます。

新卒・キャリア採用を通じて多様な人材の確保を進め、2026年3月
期は新卒43名、キャリア177名が入社しました。平均勤続年数は
11.9年となり、高水準を維持しています。採用と定着の両面から人
材基盤を強化し、一人ひとりが継続的に活躍できる環境整備を進め
ています。

不要となった衣服の回収・再資源化を全社で推進し、全国の直営店
に設置した回収ボックスを通じて、リサイクルやアップサイクルにつ
なげています。2026年3月期の回収量は9,753kgとなりました。今
後も資源循環の仕組みを継続・強化し、循環型社会の実現に貢献し
ていきます。

サプライチェーンにおけるリスクの把握と改善を進め、2026年3月期
はSAQを実施した394社のうち132社で224件の指摘事項を確認し、
188工場で実地監査を実施しました。監査件数そのものではなく、把握
した課題を改善につなげることを重視し、パートナー企業との対話を通
じて、責任ある調達と持続可能なモノづくりを推進しています。

中長期目標のもと、環境負荷低減素材への切り替えが全社で進展
し、2026年3月期の使用比率は76.6％まで高まりました。再生素材
や植物由来素材の活用を各ブランドで拡大し、2031年3月期の90%

以上の達成に向けた取り組みを着実に進めています。

男女双方の人材が継続的に活躍する雇用基盤を維持する中、女性管
理職比率は着実に上昇し、2026年3月期には10.0％となりました。
今後も多様な人材の登用と育成を進め、一人ひとりが能力を発揮で
きる職場環境づくりに取り組んでいきます。

自社の事業活動における廃棄物削減と資源循環を進め、2026年3

月期の製品・材料廃棄量は3.5t、その他廃棄物は51.3tとなり、いず
れも前期から減少しました。今後も製品廃棄の抑制に加え、リサイク
ルや再利用を促進し、廃棄物全体のさらなる削減に取り組んでいき
ます。

2026年3月期の年間時間外労働時間は1人当たり170.0時間、有
給休暇取得率は81.1％となりました。働き方の柔軟性向上や職場環
境の整備を通じて、従業員一人ひとりが健やかに働き続けられる環
境づくりを進めています。



（単位：百万円）
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11カ年財務サマリー

3月31日に終了した各会計年度

損益状況

売上高

売上総利益

営業利益

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

包括利益

営業キャッシュ・フロー

投資キャッシュ・フロー

財務キャッシュ・フロー

財政状態

純資産額

総資産額

有利子負債

その他

設備投資額

減価償却費

棚卸資産回転日数（日）

研究開発費

売上債権回転日数（日）

1株当たり情報

1株当たり当期純利益（円）

1株当たり純資産（円）

1株当たり配当金（年間）（円）

配当性向（%）

財務指標

自己資本比率（%）

売上高総利益率（%）

売上高販管費率（%）

売上高営業利益率（%）

自己資本利益率（ROE）（%）

総資産経常利益率（ROA）（%）

（注）1．2018年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を実施しています。2016年3月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益、1株当たり純資産額およ
び1株当たり配当金を算定しています。　2．2019年10月1日付で普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を実施しています。2016年3月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり
当期純利益、1株当たり純資産額および1株当たり配当金を算定しています。　3．2025年10月1日付で普通株式1株につき3株の割合をもって株式分割を実施しています。2016年3月期の期首に当該株式
分割が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益、1株当たり純資産額および1株当たり配当金を算定しています。　4．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年2月16日）
等を2019年3月期の期首から適用しており、2018年3月期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。

2016年3月期

59,713

26,388

3,129

4,180

3,369

1,130

4,315

▲2,987

376

29,614

57,315

5,663

2,064

1,152

61.22

561.00

69.3

24.46

214.60

4.58

18.7

51.6

44.2

38.9

5.2

11.5

7.6

2017年3月期

60,903

28,387

3,910

4,578

3,424

3,114

4,241

▲2,773

▲104

31,918

60,572

7,109

5,014

1,241

63.51

664.00

65.4

24.84

231.71

5.42

21.8

52.6

46.6

40.2

6.4

11.1

7.8

2018年3月期

70,420

34,356

7,102

7,833

5,174

6,847

9,131

▲5,981

▲1,332

35,425

70,713

9,780

1,819

1,471

58.57

667.00

58.7

38.01

256.75

7.08

18.6

50.0

48.8

38.7

10.1

15.4

11.9

2019年3月期

84,934

43,209

11,861

12,982

9,243

8,425

13,163

▲2,084

▲7,933

39,609

77,544

6,834

1,736

1,532

51.15

756.00

54.3

67.70

291.30

14.17

20.9

51.0

50.9

36.9

14.0

24.7

17.4

2020年3月期

97,899

52,483

17,480

16,375

10,770

9,553

13,650

▲3,449

▲6,157

46,852

82,285

4,025

3,836

1,722

50.44

733.00

46.8

79.30

344.12

20.00

25.2

56.8

53.6

35.8

17.9

25.0

20.5

2021年3月期

90,479

47,991

14,838

15,984

10,734

11,469

7,401

▲3,261

▲162

52,916

91,376

9,746

4,274

1,669

60.36

673.00

49.0

78.88

388.05

23.33

29.6

57.8

53.0

36.6

16.4

21.6

18.4

2022年3月期

98,235

51,743

16,501

20,285

14,350

15,365

18,049

▲1,567

▲11,853

63,411

99,085

4,188

2,992

1,646

53.08

780.00

48.8

105.43

466.18

28.33

26.9

63.9

52.7

35.9

16.8

24.7

21.3

2023年3月期

115,052

60,035

21,904

28,083

20,977

22,621

20,222

▲3,381

▲7,725

80,056

118,517

2,585

2,110

1,762

44.49

866.00

54.5

155.23

591.40

36.67

23.6

67.4

52.2

33.1

19.0

29.3

25.8

2024年3月期

126,907

67,173

23,847

32,601

24,281

27,493

18,551

▲1,488

▲9,367

100,170

140,977

1,372

2,869

2,046

47.23

793.00

55.8

179.69

742.23

54.00

30.1

70.9

52.9

34.1

18.8

27.0

25.1

2025年3月期

132,305

68,925

21,905

30,806

24,444

23,865

24,437

208

▲14,768

111,203

150,877

354

3,211

2,299

51.64

707.00

55.2

181.99

829.99

54.33

29.9

73.2

52.1

35.5

16.6

23.2

21.1

2026年3月期

137,516

72,946

25,859

33,904

24,094

27,214

26,257

▲13,468

▲13,675

130,499

168,227

1,070

6,029

2,529

51.70

537.00

55.9

175.76

946.17

58.00

33.0

76.9

53.0

34.2

18.8

20.1

21.2
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取締役会議長メッセージ

きました。この信頼を土台に、ときには厳しく
も責任ある意見を交わすことが重要です。
議長として、このような流れをさらに加速

させ、自由闊達さと規律を両立した議論を通
じて、ガバナンスのさらなる強化につなげて
いきたいと考えています。私は取締役副社長
CFOを兼務しますが、管理本部長の職責は
2026年度より移譲しており、取締役会の客
観性と独立性を保ちながら、本部を超えた全
社的な視点で議事運営に努めていきます。

成長戦略を支える投資判断と
監督機能を磨く

今日では、コーポレートガバナンス・コード
の改訂に見られるように、成長投資や経営資
源の適切な配分、取締役会の機能強化など、
企業に対する要請は一段と高まっています。
改革要請を持続的成長へのよい機会と捉え、
継続的な改善に取り組んでいかなければな
りません。

中長期的な企業価値向上に向けて、最も
重要な課題は、中期経営計画に掲げる「海
外事業」と「コト事業」を軌道に乗せることで
す。これらを支える人的資本やサステナビリ
ティなどの基盤整備・拡充については、すで
に議論を経て実行段階に入っています。これ
からは取締役会として、その成果をしっかり
と管理・監督していくことが重要になります。
成長戦略を進める上では、限られた経営

資源をどのように配分するかが問われます。
今後、取締役会としての考え方を丁寧に整理
すべきテーマが成長投資です。当社では、長
年のスポーツアパレル事業の運営を通じて、
すでに確立してきた指標も多くあります。一
方で、今後は資本効率をより明確にするとと
もに、特に新規事業については、投資判断だ
けでなく撤退基準やリスクマネジメントについ
ても、取締役会として考え方を共有していく必
要があります。CFOを兼務する議長として、
個々の案件の戦略性や実効性に加え、収益性
の観点を意識した議論を促していきます。
さらに、取締役会の構成も、事業領域の広

がりに合わせて変えていくべきでしょう。社内
取締役だけでは十分に補えない新規分野に
ついては、社外取締役の拡充によって補完し
ていくことも欠かせません。現在、特に必要
性を感じているのは、「コト事業」をさらに推
進するための知見です。当該分野のマクロな
動向と実務の双方に精通した人材を取締役
会に迎えることで、事業戦略に即した取締役
会の構成を強化していければと考えています。

取締役会の実効性を高め、
説明責任を果たす

取締役会の実効性を高めるため、当社はガ
バナンス委員会での討議を経て、2025年度
より第三者による評価を取り入れています。
これは評価の客観性を確保するとともに、社

会や資本市場が取締役会に求める水準を継
続的に把握する上でも、有効な手段だと考え
ています。
こうした点を含め、取締役会として議論す

る「場」については、今までの取り組みにより
大きく改善されてきたという手応えがありま
す。次に取り組むべきは、その場を最大限に
活用し、議論を取締役会としての意思決定へ
と結びつけるプロセスを確立することです。
そのためには、議論の前提となる情報の充実

も欠かせません。取締役会資料の提供のタイ
ミングと内容の高度化にはまだ改善の余地があ
ると考えています。各取締役が内容を十分に理
解し、論点を整理した上で会議に臨めるよう、
事務局とともに対応を進めていく方針です。
また、取締役が事業への理解を深めるた

め、これまでにもテーマを絞った役員合宿や
事業戦略発表会、重要投資案件の個別説明
会などに参加する機会を設けてきました。今
後はこれらに加え、現場の生の情報に接する
ため、現場の管理職と直接コミュニケー
ションを取る機会を増やしていきます。

CFOとして株主・投資家と対話する中で
は、日頃からさまざまな声をいただいていま
す。特に中期経営計画の進捗については、取
締役会としても説明責任を果たすことが重要
です。株主・投資家をはじめとするステーク
ホルダーの声も踏まえて議論を深め、取締役
会としてしっかりと意思決定し、その判断を
自ら説明できる。1年後には、そうした取締役
会の姿を実現したいと考えています。

多様な知見を活かし、ガバナンスを強化

当社はこれまで、取締役会を執行案件の承認
の場から、事業戦略や人的資本、サステナビリ
ティ、DEIなど、中長期の成長に関わるテーマ
を議論し、決定する場へと変革してきました。
2025年度からは、代表者が議長を兼務する
体制を見直すとともに、取締役会や役員合宿
における討議の機会を拡充しています。
こうした取締役会の変革に貢献しているの
が、多様なバックグラウンドを持つ社外取締
役の経験や専門性です。特に人的資本に関
する改革では、強いイニシアチブを発揮して
いただきました。現在の取締役会は、率直な
議論ができる場として十分に機能していると
評価しています。合宿など、日常の会議を離
れた場でのコミュニケーションを通じて、取
締役同士の相互理解と信頼関係も育まれて

議論を意思決定につなげ、
持続的成長を支える取締役会へ

取締役会議長

白崎 道雄
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社外取締役メッセージ

企業を取り巻くルールや、社会・資本市場から寄せられる期待
は、常に変化しています。ガバナンス委員会では、この1年、
コーポレートガバナンス・コードやスチュワードシップ・コード
の改訂などについて理解を深め、会社としての対応を進化さ
せるための議論を重ねてきました。大切なのは、形式的にコー
ドへ対応することではなく、株主・投資家の視点も取り入れな
がら、実質的な企業価値向上につながるガバナンスを実現す
ることです。

取締役会では、異なる背景を持つ社外取締役が、それぞれの
専門性や経験をもとに率直に意見を述べ、自由闊達な議論が
行われています。また役員合宿においても、重要な経営課題に
ついて腰を据えて話し合う機会が設けられており、ガバナンスの
実効性を高める上で有意義だと考えています。
直近では、2026年度第1四半期の業績を踏まえ、業績見通

しの修正について議論したことが印象に残っています。計画を
下回った要因や今後の対応について、取締役会だけでなく役
員合宿でも活発に意見を交わし、方針を検討してきました。ガ
バナンスの観点からも、計画が未達となった場合の対策や、今
後の見通しについて取締役会へ速やかに情報が提供され、そ
の見通しの確度について納得できる説明が行われることが重
要です。株主・投資家への適切な開示も欠かせません。
資本市場では、企業価値向上や資本効率に対する期待が一
段と高まっています。限られた経営資源をどこへ配分し、どの
ような成果につなげるのか。キャッシュ・アロケーションについ
ては、今後さらに議論を深める必要があります。また、現行の
監査役会設置会社には、重要な業務執行について事前に十分
検討できるという利点がある一方、意思決定の迅速化や取締
役会の効率化も求められています。監査等委員会設置会社へ
の移行を含め、ゴールドウインに最も適した機関設計を引き続
き検討していきます。

サステナビリティについては、昨年度の役員合宿で議論を深
め、新たな方針をまとめることができました。循環型社会の実
現にはさまざまな困難も伴いますが、その重要性について取
締役間で共通理解を持てたことには大きな意義があります。ア
パレル産業は自然環境への負荷が大きく、また、縫製工場をは
じめ多くの人々の労働によって成り立っていることから、人権
上の課題にも向き合う必要があります。サステナビリティへの
取り組みを事業とは別の社会貢献活動と捉えるのではなく、環
境・人権への負荷をできる限り減らしながら、持続可能な事業
を追求していくことが経営の根幹といえます。進捗や成果につ
いて、数値で把握できるものは継続的に指標を追いながら、定
性的な情報も組み合わせて確認していくことが不可欠です。
事業領域を拡大していく中、海外事業においては、法務・

コンプライアンス上のリスクも多様化します。国や地域によっ
て法制度や商慣行が異なり、日本の常識や知識だけでは対応
できない事態も起こり得るでしょう。現地の信頼できる専門家
とも連携し、リスクを早い段階で把握することが大切です。
社内に目を向ければ、内部通報制度が整備され、ハラスメン

トに関する通報も実際に行われていることから、制度として機
能していると認識しています。従業員の皆さんのコンプライアン
ス意識も高いと感じます。ただし、近年では法改正が多く、企業
に求められる水準も高まっています。研修や教育を続けるとと
もに、個人の注意だけに頼るのではなく、デジタルシステムも活
用して違反が起きにくい業務の仕組みをつくる必要があります。

DX・AIの活用も、これからの企業競争力や生産性を考える
上で重要なテーマです。必要な投資を行い、事業や業務プロ
セスの変革へとつなげていくことで、この分野でも高く評価さ
れる会社を目指してほしいと思います。私も社外取締役とし
て、独立した立場から率直に意見を述べ、企業価値向上につ
ながる議論に貢献していきます。

社外取締役

土谷 明
社外取締役

秋山 里絵
社外取締役

好本 一郎
社外取締役

井本 直歩子
社外取締役

鈴木 哲志
社外取締役

為末 大

変化する時代に、
実効性あるガバナンスで経営の質を高める

社外取締役

秋山 里絵
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社外取締役メッセージ

AIが急速に発達する今、人間の身体が持つ意味はむしろ大き
くなっています。身体性は、視覚だけではなく、嗅覚や触覚を
含むさまざまな感覚を統合しながら育まれるものです。中でも
自然は、人の身体が最も深い体験を得られる場所だと考えて
います。自然は人間の思い通りにはならず、何が起こるかも完
全には予測できません。そうした環境の中で自由に遊ぶ体験
には、身体性を高め、人間の可能性を広げる力があると思い
ます。

長い時間をかけて自らの身体に向き合ってきたアスリート
は、世界を感じ取る精度が高く、わずかな違いにも気付くこと
ができます。AIは膨大なデータを処理できても、人がそれをど
う感じるかを身体で知ることはできません。だからこそ、アス
リートが製品を体験し、その違いや感覚を言葉にしてモノづく
りに活かすことには、大きな意味があります。身体感覚を言語
化するのは簡単ではありませんが、私自身も、その部分で貢献
していきたいと考えています。

2027年に開業する「Play Earth Park Naturing Forest」
は、自然体験の価値を社会に届ける大切な場です。世界は
コントロールできないということを身体で理解し、自然と自分
との間に生まれる体験そのものに価値があると考えています。
体験は文脈にも依存するので、ゴールドウインがそこで何を伝
えたいのかを明確にする必要があります。私たちが自然を愛
し、人間の可能性を信じていることを、製品と体験の両方から
一貫して発信していくことが重要です。
中期経営計画が2年目を終えた今、私たちを取り巻く環境は
大きく変化していることを感じます。地政学リスクをはじめ、予
期していなかった事態も起こる中で、改めて「ゴールドウイン
のコアとなる強みは何か」を言葉にし、会社全体を変えていか
なければなりません。中でも「Goldwin500」は必達の目標で
す。世界でも似たものがない、日本発のブランドとして成長し

この2年間で、ゴールドウインのガバナンスに必要なルールや体
制はかなり整ってきたと評価しています。一方で、仕組みを整
えることと、それを本当に機能させることは別です。取締役間
でのオープンな議論や、役員チームとして戦略を練り上げてい
く点には、まだ改善の余地があります。ただ、この1年を振り返
ると、少しずつではありますが、オープンディスカッションの扉
が開き始めたと感じています。
私が委員長を務める指名・報酬諮問委員会では、CXOの新

たな報酬制度の運用やCHRO（最高人事責任者）の採用につ
いて議論してきました。今後の焦点は、会社形態や機関設計を
踏まえ、将来の取締役会をどのような構成にするのか、後継者
計画をどう描くのかという点です。こうした方向性が明確になっ
て初めて、次世代の経営人材をどのように育てるかという議論
も具体化します。また、報酬制度の改革だけで、必ずしも経営
陣の意識が変わるわけではありません。取締役一人ひとりが
戦略の議論に積極的に参加し、言うべきことを率直に言う。互
いをリスペクトしながら、熱く議論する。そうした文化を根付か
せてこそ、整えた体制に「魂」が入るのだと思います。そのため
であれば、私自身どんな役割でも担うつもりです。
中期経営計画については、現在の事業環境を踏まえ、早急

な見直しが必要だと考えています。まず市場分析を深め、そ
の上で事業ポートフォリオを検討し、新たな戦略を実行するた
めの人材戦略へつなげることが不可欠です。「Goldwin500」
をはじめとするグローバル展開でも、5年後にどのような事業
を展開していたいのかを具体的に描き、そこから必要となる人
材を明らかにしていく必要があります。現在の人材とのギャッ
プを把握した上で、育成や採用の計画をつくることが問われて
います。

現場の活躍はこれまでも素晴らしく、ブランドは十分に輝い
ています。今後さらに重要になるのは、本社機能がこれまで以

ていくために何ができるのかを考え、実行していくべきでしょ
う。
サステナビリティの観点は引き続き重要であり、過剰な拡大

をしない持続可能な経営姿勢など、日本的な価値観が今後改
めて評価される可能性があると見ています。また、ブランドを
育てる上では、細部にまで美を行き渡らせる感覚も重要です。
一方、世界では米国を中心にサステナビリティをめぐる逆風も
あります。そうした中、地に足をつけて続けられるテーマを丁
寧に選ぶことが大切です。
取締役会では、社外役員と執行担当役員のバランスもよく、
踏み込んだ議論ができています。私も、できる限り率直で本質
的な問いを投げかけることを意識しています。この1年では、長
期にわたって議論してきた人事戦略について忌憚なく意見を交
わすことができました。徹底的に議論し、決まれば力を合わせ
る。そこにはゴールドウインらしさが表れていると思います。
今後の成長には、哲学とビジネススキルが統合された人材

も必要です。従業員の皆さんは集団を大切にし、真面目に仕
事へ向き合う人が多いという良さがあります。その反面、過去
を躊躇せずに変革していく発想や、テクノロジーの活用には、
まだ弱さがあります。自動化できるところはできる限り自動化
し、そこで生まれた余白を、人間にしかできないことに使う。特
に、ゴールドウインらしい情緒の醸成は、会社として支えていく
べきだと考えます。
ゴールドウインは、時代に振り回されず、一貫して未来を見
続ける会社でありたいと考えています。短期的には理解されに
くいこともあるかもしれませんが、長期で見たときにステーク
ホルダーの皆さまに納得していただけるような意思決定を重
ねていきます。ゴールドウインが世界に類を見ない日本発のブ
ランドへ成長できるよう、私も未来を見据えた問いを投げかけ、
よりよい未来をともにつくっていきます。

上に顧客視点に立ち、事業計画や組織計画を組み立てていくこ
とです。新たな成長領域への投資についても、流行を追って「コ
ト事業ありき」で考えるべきではありません。まず、「ザ・ノース・
フェイス（THE NORTH FACE）」と「ゴールドウイン（Goldwin）」
が今後5年間でどこまで成長できるのかを丁寧に検討し、その
上で次の成長を何によって生み出すのかを議論するという順序
が大切です。
サステナビリティについても同様です。2026年5月には新た

な方針として「Goldwin Regenerative Journey」を策定し
ましたが、施策にはすべて経営資源が必要であり、どこにどれ
だけ資源を振り向けるかという経営としての判断が伴います。
まず事業計画を実質的につくり込み、その中にサステナビリティ
を位置づけていくべきといえます。どこまで資源を振り向けら
れるのかについて納得できる判断を示すことが、方針を具体的
な行動へ変えるために欠かせません。
従業員の皆さんのブランドに対する愛情の深さは素晴らしい

と感じます。中途採用がすでに従業員の8割にのぼりますが、
彼らはお客さまの視点をしっかり持ち、「ゴールドウインが好き」
という思いを持って入社しています。ある販売員が、「高校生の
娘から『ザ・ノース・フェイス』の会社にお父さんが勤めている
と言うのが誇らしいと言われた」と、本当にうれしそうに話して
くれたことが印象に残っています。これほどブランドを愛する従
業員がいる会社は、そう多くないでしょう。そのエンゲージメン
トをさらに高めることは、経営側の責任です。
ゴールドウインのブランドは、従業員だけでなく、お客さまや
多くの関係者に愛されながら成長してきました。真面目に仕事
を積み重ねる姿勢は、これからも変わらない大きな強みです。そ
れを確かな成長につなげていくため、社外取締役として言うべ
きことを率直に伝え、オープンで熱のある議論を促していきます。

AI時代にこそ高まる、身体と自然から生まれる価値整えた体制に「魂」を入れ、率直な議論を経営の力に

社外取締役

為末 大
社外取締役

好本 一郎
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社外取締役メッセージ

社外取締役に就任して2年が経ちました。社長の明確なビ
ジョンと高い環境意識、従業員のモノづくりへの情熱、会社へ
の誇りと誠実さは、ゴールドウインの大きな強みです。知床や
富山での自然保護活動や「ザ・ノース・フェイス（THE NORTH 

FACE）」のアスリートサミットを通じ、自然を愛する従業員や
アスリートに接し、当社の価値観の浸透を実感しました。
取締役会や指名・報酬諮問委員会では、社外取締役も率直

に議論できる環境があります。私はジェンダー平等やDEIを組
織改革・経営の観点から提起し、それが取締役会での議論や
DEI推進タスクフォース設置、戦略づくりにつながっています。
また、CHRO（最高人事責任者）の選定をめぐっても、指名・報
酬諮問委員会で活発な意見交換ができました。

DEI推進や人事制度の見直しは進みつつありますが、意思
決定層の多様性はまだ十分とは言えません。多様な人材の登
用・育成計画を具体化し、着実に実行するとともに、経営層が
明確なメッセージを発信することも重要です。異なる背景や視
点を持つ人が意思決定に参画し、忌憚なく意見を交わすこと
は、従業員のエンパワーメントにつながり、新たな競争力を生
む源泉となります。私も引き続きDEI推進を通じた組織力の強
化に取り組み、その力を国内外の事業戦略へ活かすことで、持
続的な成長を後押ししていきたいと考えています。
この1年で大きく前進したのがサステナビリティ戦略です。

2025年度の役員合宿で解像度の高い議論を重ね、サステナビ
リティ方針「Goldwin Regenerative Journey」の策定につ
ながりました。自然、人、未来世代、サプライチェーンまでを幅
広く捉え、タイトルに「リジェネレーション（再生）」、マテリアリ
ティにも「重点ランドスケープの再生」や「自然と遊ぶ機会の提
供」を掲げる点に、当社らしさが表れています。
自然体験の提供を通じて当社が目指すべきは、自然を愛す

る心を育むことはもちろん、地球が直面するさまざまな変化

この1年、取締役会や指名・報酬諮問委員会では、取締役・CXO

の目標設定と評価プロセス、CHRO（最高人事責任者）の人選
について、活発な議論が交わされました。こうした議論の積み重
ねから、持続的な企業価値向上に向けた手応えを感じています。
一方、中期経営計画の進捗については、厳しい現状を直視し

なければなりません。外部環境の変化を踏まえ、成長投資の妥
当性を見極めながら、「Goldwin500」や「ザ・ノース・フェイス
（THE NORTH FACE）」を中心に、戦略や組織体制を見直す
必要があります。取締役会としても、必要に応じて計画の修正
を視野に入れ、その進捗を継続的に監督していきます。
こうした局面だからこそ、全社で結果にコミットする覚悟を持

ち、失敗を恐れず、従業員一人ひとりが業務改革や人材育成に
取り組む姿勢が求められます。DXはシステムを導入すること自体
が目的ではありません。「どのような事業やサービスを生み出す
のか」を起点に、経営層が主導して事業部門とIT部門が一体とな
り、業務プロセスそのものを再設計することが重要です。成果に
ついても、コスト削減だけでなく、働き方の変化、意思決定の迅速
化、新たなサービスの創出など、幅広い視点から評価すべきでしょ
う。私もまた、現在進めている基幹システム刷新プロジェクトで
は、進捗・品質・予算を確認しながら、スケジュール遅延や追加
コスト、移行リスクへの対応について進言してきました。

IT投資は単なるコストではなく、働き方改革や新規・既存事業
の成長、安定したシステム運用を支える戦略投資です。中期経営
計画との整合性や費用対効果、実行体制を見極め、投資後には成
果を確認し、その知見を次の判断に活かしていくことが欠かせま
せん。その実行には、事業とITの双方を理解する人材を育て、部門
を越えて全社最適を主導できる組織体制を整えることも重要です。
生成AIも、業務効率化にとどまらず、働き方や事業を次の段
階へ進化させる可能性を持っています。従業員一人ひとりが正
しい知識を身につけ、単なる「利用者」から「価値創造者」へと

に目を向け、人と自然とのよりよい関係を考えるきっかけをつ
くることです。こうした体験が、一人ひとりの意識や行動にど
のような変化をもたらしていくのか。その可能性を大切にし
ながら、長期的な視点で取り組みを育てていくことを期待し
ています。

今後は、「Goldwin Regenerative Journey」を経営戦略
や財務・非財務指標と接続し、優先順位とKPIを明確にし、具
体的な行動へと落とし込んでいく段階です。同時に、従業員、
サプライヤー、顧客、投資家、地域社会など、ステークホルダー
との対話を続け、得られた意見や課題を事業活動やマテリアリ
ティの見直しに反映することが求められます。
サプライチェーンの人権対応では、監査や人権デューデリ

ジェンスは進んでいますが、重要なのは監査を目的化せず、取
引先との対話で課題是正につなげることです。取締役会として
も、重大な人権リスクと改善状況を継続して確認します。
スポーツに関わる企業だからこそ、向き合うべき社会課題

もあります。例えば、女性アスリートやパラアスリートがより活
躍できる環境をつくり、その姿や真の価値を社会に広く伝えて
いくこと。また、近年重要性が高まっているアスリートのメンタ
ルヘルスや、誹謗中傷などの課題は、契約アスリートとの取り
組みが始まり、継続してサポートすべき課題です。
スポーツを支える企業として、アスリートとともにこうした課
題に向き合い、よりよいスポーツの未来、そして社会をつくって
いく。その姿勢が、ゴールドウインならではのブランド価値にも
つながっていくと考えています。
ゴールドウインは今、これまで大切にしてきた価値観を礎に、

グローバルな成長と新たな挑戦に踏み出しています。自然と
スポーツとともに、企業として子どもたちのためにどのような
未来をつくれるのか。私自身、その変化と成長を楽しみにして
います。

意識を変えていくことが大切です。ただし、技術の導入を先行
させるのではなく、AIを利用できる業務の範囲を定め、機密情
報の管理や知的財産権、取引先との契約などについて、ガイド
ラインを整える必要があります。
情報セキュリティについては、現状のガバナンスは機能してい

ると評価しています。しかし、他社ではサイバー攻撃による大規
模なシステム障害などの例もあり、万一の際にBCP（事業継続
計画）が実効性を持って機能するか、検証しておく必要がありま
す。各国の法規制に対応した社内規程の更新と、従業員への継
続的な教育も不可欠です。
データ基盤は、サステナビリティ経営においても重要な役割

を担います。サステナビリティ方針「Goldwin Regenerative 

Journey」に紐づく12のマテリアリティの目標やKPIの進捗を
一元的に把握し、環境・社会への取り組みと財務価値の関係
を分析することで、より質の高い経営判断につなげられます。サ
プライチェーンについても、取引先との信頼関係を前提に情報
連携を強め、国際基準に沿った管理ルールを整え、環境・人権
情報の透明性を高めていかなければなりません。
こうした変革を進めるのは、やはり人です。伊勢研修参拝で
従業員と対話した際、一人ひとりが「いかにお客さまと向き合
うか」「どうすれば喜んでいただけるか」を真剣に考えている姿
が印象に残りました。企業理念や文化を自らの行動に引き寄
せて考える従業員の存在は、ゴールドウインの未来を切り拓く
原動力になると感じています。
今後は、AIやデジタル技術を活用した「新たな働き方」と「事
業のアップデート」に、さらに貢献していきたいと考えています。
2027年に開業する「Play Earth Park Naturing Forest」で
も、人の目による見守りとデジタル技術を融合し、子どもたち
が自然の中で安全に、自由に楽しめる環境をつくることができ
るはずです。技術を「人と自然の可能性をひろげる」力へと変
え、ゴールドウインの新たな挑戦を支えていきます。

多様な声を意思決定につなげ、未来への変化を生み出すITを戦略投資と捉え、変革を実行できる組織へ

社外取締役

井本 直歩子
社外取締役

土谷 明
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社外取締役メッセージ コーポレート・ガバナンス

社外取締役

6名／12名

社外監査役

3名／4名

女性取締役

2名／12名

コーポレート・ガバナンス体制 ※機関設計：監査役会設置会社

株主総会

取締役会指名・報酬諮問委員会

執行役員

代表取締役

業務執行部門

関係会社

ガバナンス委員会

会
計
監
査
人

監
査
役
・
監
査
役
会

内部監査室

サステナビリティ諮問委員会

サステナビリティ委員会

選任・解任

監督・選定・解職
諮問

答申

諮問

監査

連携

監査

助言
提言

助言 報告
報告方針提示

監査

連携

選任・解任選任・解任

コンプライアンス室

経営会議

基本的な考え方 当社は、「人を挑戦に導き、人と自然の可能性をひろげる」というPurposeのもと、事業を通じて自然と共生し、持続可

能な社会を実現することを経営の根幹に据えています。長期ビジョン「PLAY EARTH 2030」の達成に向け、当社はコー

ポレート・ガバナンスを、内部統制やリスク管理による守りの側面に加え、成長戦略や事業機会の創出などを後押しす

る攻めの側面をも備えた経営基盤と位置づけ、その両者を通じて中長期的な企業価値の最大化に取り組んでいます。

具体的には、多様なステークホルダーとの対話を重視し、自然環境への配慮と収益成長を両立させるサステナビリティ

経営を推進するとともに、従業員一人ひとりの自律的な挑戦を支える人的資本への投資を強化しています。常に変化

する市場環境において、高い倫理観に基づいた誠実な経営を貫き、社会から信頼される企業として、新たな価値創造

に邁進していきます。

答申

このたび社外取締役に就任し、改めてゴールドウインの事業に
触れる中で、長年培ってきたモノづくりへのこだわりと、自然との
共生を大切にする企業姿勢に大きな可能性を感じています。ス
ポーツ・アウトドア市場で長年にわたりお客さまの信頼を積み
重ね、時代の変化を捉えながら新たな価値を提案し、ブランドを
進化させてきたことは大きな特長です。「人を挑戦に導き、人と
自然の可能性をひろげる」というPurposeにも、私自身が大切
にしてきた、事業の成長と社会への貢献を両立する考え方との
重なりがあります。
就任後、取締役会や経営陣との対話を通じて、これまで培って

きた志を大切にしながら、ブランドのさらなる成長と企業価値向
上に取り組む姿勢を感じています。一方、それぞれの事業を詳し
く見ると、中期経営計画の進捗には事業ごとに濃淡があり、これ
まで成長を支えてきた既存事業も、市場環境の変化の中でひと
つの転換点を迎えています。成長戦略の柱である「Goldwin500」
は着実に進んでいますが、今後はモノづくりと直営店を通じたお
客さまとの接点という強みを生かし、既存事業の競争力と中期
経営計画の実現性を高めることが重要です。
私は長年、繊維業界において経営に携わり、機能性と感性を
融合したモノづくりに、環境・社会への配慮を組み合わせること
で、お客さまの課題解決と製品の競争力向上に取り組んできま
した。サステナビリティは、これからの経営や製品開発において
欠かすことのできない前提です。ただし、環境や社会に配慮する
だけで製品が選ばれるわけではありません。サステナビリティを
前提としながら、機能や感性を磨き、「選びたい」「使い続けたい」
と思っていただける価値を生み出せているか。この視点から監
督・助言していきたいと考えています。
新たに策定されたサステナビリティ方針「Goldwin 

Regenerative Journey」では、自然、価値の提供先、価値を
協創する仲間という3つの軸から価値創造を捉えています。中で

も重視したいのは、環境負荷の低減、資源の循環・有効利用、そ
して人権・労働への配慮です。いずれも事業の上流から下流ま
で深く関わるテーマであり、日々の活動の基盤として着実に取り
組まなければなりません。サプライチェーンに関する情報やデー
タを把握するだけでなく、製品開発、調達、生産の判断に活かし、
改善へ結び付けていく仕組みが問われています。
また、国際情勢や原材料価格、為替、気候変動など、調達・生
産を取り巻く不確実性にも備える必要があります。リスクの分散
や原材料の標準化、生産拠点のバックアップやサテライト化を進
めるとともに、平時から起こり得る事態を想定し、対応を準備し
ておくことが欠かせません。新型コロナウイルス感染症の流行
など、過去にサプライチェーンが寸断された経験を次の備えに
活かし、対策が実効性を持っているかを、取締役会として継続的
に確認していきたいと考えています。
今後、特に注視していきたいのは、お客さまの反応や市場の
変化が、企画、モノづくり、販売へどれだけ迅速に反映されてい
るかという点です。ゴールドウインの強みである直営店をはじめ、
販売に携わる人たちの声を製品へ還流し、お客さまを起点とし
た価値創造の循環を速く回すことが、競争力の向上につながり
ます。さらに、「Goldwin500」によるグローバル展開では、単な
る海外売上の拡大ではなく、各市場のお客さまの声をモノづくり
に活かしながら、ゴールドウインというカンパニーブランドを全社
の力で世界に育てていくことが重要です。また、「Play Earth 

Park Naturing Forest」のようなコト事業がどのような顧客価
値を生むのか、その可能性を見つめたいと思います。
これまでお客さまや市場に向き合い、事業の現場に携わって

きた経験を活かし、製品・モノづくりの競争力向上、ブランドのグ
ローバル展開、中期経営計画の実現性を高めることに貢献して
いきます。独立した立場から率直に対話し、ゴールドウインが描
く未来の実現を支えていきます。

モノづくりの強みを磨き、選ばれ続ける価値を創造

社外取締役

鈴木 哲志
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各機関の概要

コーポレート・ガバナンス

機関 構成 活動

取締役会 議長：取締役副社長
取締役12名、監査役4名

● 重要案件の審議、経営の監督、経営方針の議論を行う

指名・
報酬諮問委員会

議長：社外取締役
社内取締役3名、社外取締役5名

●  役員（取締役、監査役）と執行役員のあるべき姿（役割・権限等）
の定義付けと選任・解任審議

● 役員の報酬制度の検証
● 役員の後継者育成策の検討

ガバナンス委員会 議長：社外取締役
社内取締役3名、社外取締役4名、常勤監査役1名

● コーポレートガバナンス・コードの要求事項の実効性向上
● ガバナンス上の重要リスク対策の検討

経営会議 議長：代表取締役社長CEO
取締役6名、執行役員6名、常勤監査役1名

● 業務執行の決定と業務の執行を実施

監査役会 議長：常勤監査役
常勤監査役1名および社外監査役3名

●  監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い、
または決議をする

サステナビリティ
諮問委員会 取締役12名、監査役4名

●  サステナビリティ経営の推進に関わる重要課題を審議し、進捗
の確認をする

コーポレート・
ガバナンスの強化に
向けた取り組み

当社は株主共同の利益を向上させ、持続的な成長と企業価値の向上の実現を図るためには、経営の効率化、健全

性、透明性を高め、コーポレート・ガバナンスを充実させることが重要課題であると認識し、その体制を強化してい

ます。具体的には、業務の執行を迅速かつ効果的に行うため、内部統制機能の充実、職務権限規程等の運用を行

うことにより、その実効性を図るとともに、コンプライアンス体制を構築し、リスク管理、経営の透明性確保や公正な

情報開示等の取り組みを行っています。

取締役・監査役、
執行役員の選任

取締役・監査役候補の指名にあたってはその経歴、識見および人格等を取締役会で十分に検討し、取締役会の諮

問機関である指名・報酬諮問委員会で審議された内容に基づき、取締役会で選任の適否を判断しています。また取

締役会は、取締役に法令・定款違反、その他職務を適切に遂行することが困難と認められる事由が生じた場合に

は、解任またはその他処分を審議の上決定します。執行役員は、当社の企業価値を中長期的に向上させることに資

する人材を取締役会の決議により選任しています。また、執行役員の解嘱については「執行役員規程」に解嘱の要

件を規定しており、その要件に合致した執行役員は、取締役会の決議をもって解嘱されることになります。

社外役員の選任
当社は、社外役員の独立性に関する基準を定め、当社と利害関係のない独立した社外役員を選任することとしてお

り、すべての社外取締役、社外監査役を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ています。

取締役会の実効性評価
当社は2025年度の取締役会実効性評価として、外部機関の助言のもと全取締役・監査役へのアンケートとガバ

ナンス委員へのインタビューを実施しました。取締役会の構成や運営状況、議論の質等を分析した結果、活発な議

論の場づくりや社外役員への支援体制の整備が進み、実効性は概ね確保されていると評価されました。特に

Purposeの体現や成長戦略に関する議論の深化が高く評価された一方、今後は重要な戦略テーマの早期情報共

有や研修機会の拡充を図るとともに、指名・報酬諮問委員会も活用してグローバル展開等に必要なスキルセットの

検討を進め、さらなる実効性向上に取り組んでいきます。

ガバナンス委員会の役割等
当社は、コーポレートガバナンス・コードの要求事項の実効性向上、およびガバナンス上の重要リスク対策の検討

を目的として、取締役会の任意の諮問機関である「ガバナンス委員会」を設定しています。

1. ガバナンス委員会の役割

当社のガバナンス委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の事項について審議し、その内容を取締役会へ答申し

ます。

・コーポレートガバナンス・コードに関する事項

・コーポレート・ガバナンスの実効性向上に関する事項

・コーポレート・ガバナンス上の重要リスクに関する事項

・上記にかかる基本方針・基準に関する事項

・上記のほか、取締役会が本委員会に諮問した事項

2. ガバナンス委員会の構成

当社のガバナンス委員会は3名以上で構成し、議長は独立社外取締役とし、必要に応じ専門の有識者を招聘します。

今期の委員会は8名（社内取締役3名、独立社外取締役4名、常勤監査役1名）で構成し、独立社外取締役を委員長

に選任しています。
当社の取締役会について
取締役会は株主に対する受託責任・説明責任を踏まえ、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を図るた

め、重要な業務執行の決定を行うとともに、社外取締役を中心とした業務執行の監督を行っています。また、各取

締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制とするため、取締役の任期を1年とし、

株主の皆さまの意思が速やかに反映されるようになっています。

2025年度は、取締役会において、以下の点について、重点的に審議を行いました。

【事業計画および中期経営方針】
事業計画および中期経営方針の策定、業務執行に関する重要事項の審議を行いました。

指名・報酬諮問委員会の設置
当社は、取締役および執行役員の指名ならびに報酬の決定について、公正性および透明性を確保するため、指名・

報酬諮問委員会を設置しています。指名・報酬諮問委員会は、その過半数を社外取締役とし、取締役会の諮問に応

じて取締役および監査役候補者の指名に関する事項等を審議し、その内容を取締役会へ答申しています。

2025年度は、指名・報酬諮問委員会において、以下の点について重点的に審議を行いました。

【2025年6月以降の取締役・監査役の報酬】
取締役報酬等の総額、基本報酬、また業績連動報酬とその目標KPIについて審議しました。
【CXOの制定】
新たなCXO選任の必要性について審議しました。
【指名・報酬諮問委員会の構成】
取締役退任に伴い、指名・報酬諮問委員会のメンバー構成について審議しました。
【5年後を想定した機関設計】
機関設計オプションの分析、評価、5年後の機関設計ゴールを設定とそれに伴う社内外取締役構成案、取締役後継
者計画、社内組織案の策定について審議しました。
【スキル・マトリックス】
当社の取締役に必要なスキル・経験を改めて議論し、スキル・マトリックスを更新しました。
【役員トレーニング】
取締役の役割、コーポレート・ガバナンスについて、Webセミナーを受講しました。
【2026年6月以降の取締役候補者の指名】
更新したスキル・マトリックスをもとに、2026年6月以降の取締役候補者を審議しました。
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役員報酬

取締役・監査役の
トレーニング

当社は、社内役員に対し、経営環境の変化に即応した高度な意思決定を行えるよう、外部セミナーへの参加や異業

種交流を通じた人的ネットワークの構築を積極的に推奨・支援しています。また、定期的に社外役員を含めた「役

員合宿」を実施し、中長期的な経営課題の共有やPurposeの体現に向けた戦略的対話を行うことで、経営チーム

としての結束と視座の向上を図っています。

社外役員の就任時には、当社の事業概要、基本使命、経営計画等に関するレクチャーを実施しています。就任後も、

事業内容や最新技術への理解を深めるための説明会や、当社グループの主要施設・物件の視察等を継続的に実施

し、実効性の高い監督・助言が行える環境を提供しています。

なお、これらに要する費用については、原則として会社が負担しています。

取締役報酬ポリシー
指名・報酬諮問委員会では、以前から当社の取締役報酬における変動報酬比率の相対的な低さについて課題認識

を有しており、当社のあるべき取締役報酬制度についても議論を重ね、2025年5月22日開催の取締役会において、

取締役報酬ポリシーを策定の上、取締役報酬制度全般を改定することとしました。なお、新制度は、当社の事業成

長や外部環境の変化等に応じて、継続的に見直しを行います。

コーポレート・ガバナンス

当社の役員報酬制度は、各役員の役割や責任に応じた公正な報酬体系とし、当社の持続的な成長と中長期的な企

業価値の向上を促すものとすることを基本方針としています。また、客観性の観点から経済情勢や当社業績、他社

水準等を踏まえての報酬体系、水準の見直し、あわせて取締役候補者の指名と解任について、社外役員を過半数と

する指名・報酬諮問委員会の審議を経て、取締役会において決定しています。

2025年度の状況（2025年4月1日～2026年3月31日）

社内取締役の報酬は基本報酬、業績連動報酬および非金銭報酬により構成し、種類別の報酬割合については、指名・

報酬諮問委員会の諮問を経た上で取締役会にて決定するものとしています。なお、種類別の報酬割合の目安は役位

に応じて、基本報酬：業績連動（金銭報酬）：業績連動（非金銭報酬）＝44～53%：28～33%：18～28%としていま

す。監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うものとしています。また、個人別

の報酬額については、指名・報酬諮問委員会の諮問を経た上で、取締役会で、株主総会にて決議された報酬限度額の

範囲内において、決定するものとします。

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金 左記のうち、 

非金銭報酬等

取締役（社外取締役を除く） 461 260 200 ー 69 9

監査役（社外監査役を除く） 21 21 ー ー ー 1

社外役員 82 82 ー ー ー 9

政策保有株式に
関する考え方

当社は、中長期的な企業価値および資本効率の向上を図る観点から、政策保有株式の保有意義を継続的に検証し、

最適化を図ることを基本方針としています。保有にあたっては、当社の持続的な成長に不可欠な開発・調達・金融

面等における協同関係、および事業戦略上の必要性を総合的に勘案しています。検証の結果、保有の意義が希薄

化したと判断される銘柄については、相手先企業との対話や市場動向を勘案し、売却を含めた見直しを検討してい

きます。

保有を継続する銘柄については、毎年取締役会において、個別の銘柄ごとに「保有に伴う便益やリスクが資本コス

トに見合っているか」「中長期的な経営戦略上の必要性があるか」を検証しています。検証の結果、保有の妥当性が

認められない銘柄については、市場環境等を勘案の上、売却を進める方針としています。

政策保有株式に係る議決権行使にあたっては、発行会社の経営状況やガバナンス体制を精査した上で、当社の企

業価値向上および発行会社の持続的成長に資するかどうかを個別に判断し、適切に行使します。

基本方針
　1. 企業価値向上の責任を自覚させる内容
　2. 戦略・事業計画達成の動機付けにつながる構成
　3. 個々の責任・役割の重さに見合うと感じられるレベル
　4. 市場・社会の通念上、会社にふさわしいと思われるレベル
　5. 優秀な人材を獲得、維持できるレベル
　6. 報酬総額が会社の財務状況からみて妥当な範囲

報酬体系

報酬水準
基本方針に則り、各取締役の責任・役割の重さに応じて、当社にふさわしい競争力ある水準とする。報酬水準の
設定にあたっては、客観性の観点から経済情勢、当社業績、国内同業・同規模の他社水準や外部専門家の報酬調
査データ・助言等を勘案する。また、外部環境の変化等に応じて、適宜見直しを行う。

報酬構成
固定報酬である基本報酬・手当と業績連動報酬である単年賞与・株式報酬から構成される。

【固定報酬】   基本報酬 ：役割の大きさに応じて支給する基本給 

 手当 ： 社内取締役の監督業務および一部の社外取締役が担う委員長等の役割に対して支

給する手当

【業績連動報酬】 単年賞与 ： 事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めることを目的として、当期の会社およ

び個人の業績達成度に連動して支給する短期インセンティブ報酬

　 株式報酬 ： 持続的な成長と中長期的な企業価値の向上への動機付けおよび株主との価値共有

の促進を目的として、中長期の会社の業績達成度に連動して支給する中長期イン

センティブ報酬

報酬比率

【社内取締役】  業績・企業価値向上への動機付けを高めるた
め、報酬全体に占める固定報酬比率を引き下
げ、業績連動報酬比率を拡大する。責任・役
割が大きいほど、業績連動報酬比率・株式報

酬比率を高く設定する。

【社外取締役】 職務に鑑み、固定報酬100%とする。

報酬の支給時期

 固定報酬：原則として月次で支給する

単年賞与：毎年1回、一定の時期に支給する

株式報酬：業績評価期間終了後に、譲渡制限期間を設けた上で交付する

固定報酬 単年賞与 株式報酬

44%～53% 28%～33% 18%～28%
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役員一覧

代表取締役社長CEO

渡辺 貴生
取締役副社長執行役員CFO

白崎 道雄
取締役副社長執行役員COO

森 光
取締役専務執行役員CSO

金田 武朗
取締役常務執行役員CRDO

新井 元
取締役常務執行役員

川田 慎二
昭和57年4月  
当社入社
平成17年6月  
取締役執行役員 
ザ・ノース・フェイス事業部長
平成18年6月 
取締役アウトドアスタイル事業 
本部長兼ザ・ノース・フェイス事業
部長
平成19年6月 
取締役執行役員アウトドアスタイル
事業本部長兼ザ・ノース・フェイス 
事業部長
平成22年4月 
取締役常務執行役員事業統括
本部副本部長兼アウトドアスタイル
事業本部長
平成24年4月 
取締役専務執行役員事業統括
本部長兼アウトドアスタイル 
事業本部長
平成27年4月 
取締役専務執行役員 
事業統括本部長
平成29年4月 
取締役副社長執行役員 
事業統括本部長
平成30年4月 
取締役副社長執行役員 
事業統括本部長兼事業本部長
令和2年4月 
代表取締役社長執行役員
令和7年6月 
代表取締役社長CEO（現任）

令和元年6月
執行役員総合企画統括本部経営
企画本部長兼経営企画室長
令和2年4月
執行役員経営企画本部長
兼経営企画室長
令和3年4月
常務執行役員経営企画本部長
令和4年4月
常務執行役員管理本部長
令和4年6月
取締役常務執行役員管理本部長
令和5年4月 
取締役専務執行役員
管理本部長
令和7年6月
取締役専務執行役員
CFO管理本部長
令和8年4月
取締役副社長執行役員CFO
（現任）

平成27年1月
ザ・ノース・フェイス事業部担当部長
平成27年4月
ザ・ノース・フェイス事業部長
平成28年4月
執行役員ザ・ノース・フェイス事業
部長
平成29年4月
執行役員事業統括本部
ザ・ノース・フェイス事業部長
平成30年4月
執行役員事業統括本部事業本部
副本部長兼ザ・ノース・フェイス事
業部長
平成31年4月
常務執行役員事業本部副本部長
令和2年4月
常務執行役員第一事業本部長
令和3年4月
常務執行役員事業本部長
令和4年6月
取締役常務執行役員事業本部長
令和5年4月
取締役専務執行役員 
事業本部長
令和6年4月 
取締役専務執行役員 
ザ・ノース・フェイス事業本部長
兼グローバルブランド事業本部長
令和7年6月 
取締役専務執行役員COO
ザ・ノース・フェイス事業本部長
兼グローバルブランド事業本部長
令和8年4月
取締役副社長執行役員COO
ザ・ノース・フェイス事業本部長 
兼 グローバルブランド事業本部長
（現任）

令和2年7月 
グローバル本部副本部長
令和3年4月 
理事経営企画本部副本部長 
兼経営企画室長
令和4年4月 
執行役員経営企画本部長 
兼経営企画室長
令和5年4月 
常務執行役員経営企画本部長
令和6年4月 
常務執行役員総合企画本部長
令和6年6月 
取締役常務執行役員 
総合企画本部長
令和7年6月
取締役常務執行役員CSO
総合企画本部長
令和8年6月
取締役専務執行役員CSO 
総合企画本部長（現任）

平成22年4月
事業統括本部コンプレッション
アンダー事業部長
平成25年4月
事業統括本部ゴールドウイン
事業部長
平成29年4月
執行役員グローバル本部
ゴールドウイン事業部長
平成31年4月
理事役員総合企画統括本部
グローバル本部
ゴールドウイン事業部長
令和2年4月
理事グローバル本部
ゴールドウイン事業部長
令和3年4月
理事事業本部副本部長
令和5年4月
常務執行役員開発本部長
令和7年6月
取締役常務執行役員CRDO
開発本部長
令和8年4月
取締役常務執行役員CRDO 
R&D本部長（現任）

平成29年4月
グローバル本部
新規事業準備室長
平成29年12月
株式会社ウールリッチジャパン
代表取締役社長
令和5年4月
執行役員
ゴールドウイン事業本部長
兼海外販売部長
令和5年8月
Goldwin America,Inc. CEO
（現任）

令和6年4月
執行役員
ゴールドウイン事業本部長
兼ゴールドウイン
マーケティング部長
令和7年4月
常務執行役員
ゴールドウイン事業本部長
令和7年6月
取締役常務執行役員
ゴールドウイン事業本部長
（現任）

令和8年3月
GOLDWIN LONDON 
LIMITED 代表取締役社長
（現任）

所有株式数

138,325株 10,261株 24,761株 5,832株 24,863株 14,632株

取締役会出席状況（2025年度）

15回／15回 15回／15回 15回／15回 15回／15回 11回／11回 11回／11回

所属する委員会

指 ガ  サ 指  ガ  サ サ 指  ガ  サ サ サ

社外取締役

秋山 里絵
社外取締役

好本 一郎
社外取締役

為末 大
社外取締役

土谷 明
社外取締役

井本 直歩子
社外取締役

鈴木 哲志
平成11年4月
弁護士登録
（東京弁護士会）

平成11年4月
馬場法律事務所 
（現馬場・澤田法律事務所）所属
（現任）

令和元年6月
当社社外取締役（現任）

令和5年6月
アステラス製薬（株） 
社外取締役監査等委員（現任）

昭和53年4月 
日本電信電話公社（現NTT）入社
平成10年12月 
スターバックスコーヒージャパン
（株）代表取締役COO

平成17年5月 
日本マクドナルド（株） 
上席執行役員CAO

平成18年3月 
公益財団法人ドナルド・マクドナ
ルド・ハウス・チャリティーズ・ジャ
パン理事
平成26年3月 
公益財団法人ドナルド・マクドナ
ルド・ハウス・チャリティーズ・ジャ
パン法人評議員
平成26年10月 
シミック（株） 
代表取締役社長執行役員
平成30年8月 
一般社団法人東大ウォリアーズ 
クラブ代表理事
令和3年3月 
一般社団法人東大ウォリアーズク
ラブ顧問
令和3年4月 
（株）nobitel社外取締役
令和3年6月 
当社社外取締役（現任）

平成22年8月
一般社団法人アスリート 
ソサエティ代表理事（現任）

平成27年10月
（株）コロプラ社外取締役
平成30年7月
（株）Deportare Partners代表
取締役（現任）

令和4年6月
当社社外取締役（現任）

令和4年9月 
公益社団法人日本女子プロサッカー
リーグ監事

〈委員等〉
令和2年～ 
Laureus Sports for Good 
アンバサダー

令和3年～ 
国連ユニタール親善大使
令和8年4月
国立大学法人東京大学先端
科学技術研究センター付属包摂
社会共創機構教授（現任）

昭和58年4月 
（株）インフォメーション・ 
ディベロプメント入社
令和元年6月 
（株）IDホールディングス 
専務執行役員
令和6年6月 
当社社外取締役（現任）

令和7年4月 
（株）IDホールディングス 
エグゼクティブアドバイザー

令和7年6月 
（株）IDホールディングス 
執行役員（現任）

令和7年6月 
（株）インフォメーション・ディベロ
プメント 
執行役員（現任）

平成16年9月 
国際協力機構企画調査員 
（平和構築）

平成19年9月 
国連児童基金教育チーフ、 
教育専門官
令和3年7月 
一般社団法人 SDGs in Sports 
代表理事（現任）

令和6年6月 
当社社外取締役（現任）

〈委員等〉
令和5年～ 
公益財団法人日本バドミントン
協会理事

昭和59年4月
帝人（株）入社
平成28年6月
帝人フロンティア（株） 
取締役衣料繊維第一部門長
令和3年6月
同社取締役副社長執行役員
令和8年6月
当社社外取締役（現任）

所有株式数

— — — — — —

取締役会出席状況（2025年度）

15回／15回 15回／15回 15回／15回 14回／15回 15回／15回 —

所属する委員会

指 ガ  サ 指 ガ  サ 指 サ 指 ガ  サ 指 サ ガ  サ

取締役

2025年度に開催された取締役
会15回のうち15回出席し、弁
護士としての見地から意見を述
べるなど、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するた
めの助言・提言を行っています。
ガバナンス委員会の委員長とし
て、ガバナンス体制の強化を行っ
ており、指名・報酬諮問委員会
の委員としても、代表取締役・
取締役の人事ならびに報酬構
成等について客観的視点から審
議を行いました。

2025年度に開催された取締役
会15回のうち15回出席し、企
業経営に関する豊富な経験と幅
広い見識から、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保す
るための助言・提言を行ってい
ます。指名・報酬諮問委員会の
委員長として、代表取締役・取
締役の人事ならびに報酬構成
等について客観的視点から審議
を行いました。

2025年度に開催された取締役
会15回のうち15回出席し、アス
リートとして長年培った豊富な
経験と専門性に基づき、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言を
行っています。企業経営やスポー
ツ振興にも実績を保有し、豊富
な経験と専門的見地から、経営
に対する意思決定・監督を適切
に行いました。

2025年度に開催された取締役
会15回のうち14回出席し、長き
にわたりシステム開発に携わり、
基幹システムの設計やセキュリ
ティおよびインフラ事業の立ち上
げに従事し、事業戦略や経営情
報の分析評価も行うなどの専門
的見地から、DX推進・IT強化を
掲げる当社において適切な牽
引・助言を行いました。

2025年度に開催された取締役
会15回のうち15回出席し、競泳
選手として長年培ったアスリート
としての豊富な経験と、約20年
間における国際機関の勤務経
験、さらにスポーツ団体やアス
リートを対象にしたSDGs全般、
ジェンダー平等、環境・気候変動
に関する専門的見地を保有さ
れ、サステナビリティを推進する
当社にとって、適切な牽引・助言
を行いました。

長きにわたり繊維業界に携わり、
企業経営・グローバル経験と幅
広い経験と実績を保有され、商
品開発とサステナビリティを両立
推進する当社において、専門的
見地から、経営に対する適切な
監督・助言を行えるものと判断
し、社外取締役として選任して
います。

指  指名・報酬諮問委員会　 ガ  ガバナンス委員会　 サ  サステナビリティ諮問委員会

 委員長

（2026年6月24日現在）
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役員一覧

取締役 スキルマトリックス

企業経営 財務・会計 人事・人材
開発

ガバナンス・
法務 研究開発 製造技術 営業

マーケ
ティング

グローバル
経験 社会・環境 IT

スポーツ
リテラシー

代表取締役社長
CEO

渡辺 貴生
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役副社長
執行役員CFO 

白崎 道雄
○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役副社長
執行役員COO

森 光
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役専務
執行役員CSO

金田 武朗
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役常務執行役員
CRDO 

新井 元
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役常務執行役員 

川田 慎二 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

社外取締役 

秋山 里絵 ○ ○ ○

社外取締役 

好本 一郎 ○ ○ ○ ○ ○

社外取締役 

為末 大 ○ ○ ○ ○ ○ ○

社外取締役 

土谷 明 ○ ○ ○ ○ ○

社外取締役 

井本 直歩子 ○ ○ ○ ○

社外取締役

鈴木 哲志 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

副社長執行役員

白崎 道雄

副社長執行役員

森 光
（ザ・ノース・フェイス事業本部長 兼
グローバルブランド事業本部長）

専務執行役員

金田 武朗
（総合企画本部長）

常務執行役員

新井 元
（R&D本部長）

常務執行役員

川田 慎二
（ゴールドウイン事業本部長）

執行役員

今井 豊

執行役員

髙田 理敬
（戦略人事本部長）

執行役員

佐々木 有司
（調達本部長）

執行役員

石井 邦彦
（管理本部長）

執行役員

西川 英志
（ホールセール本部長）

執行役員

髙梨 亮
（リテール本部長）

監査役 執行役員

常勤監査役

佐藤 修
社外監査役

森田 勉
社外監査役

岡﨑 史雄
社外監査役

畑 敬子
昭和62年4月 
当社入社

平成18年4月 
アクティブ本部販売部販売 
（東京）

平成23年4月 
総合企画本部経営企画室経営
企画グループ

平成27年4月 
総合企画本部経営企画室経営
企画グループマネジャー

平成31年4月 
総合企画統括本部経営企画 
本部経営企画室副室長

令和4年4月 
管理本部経理部長

令和5年4月 
監査役付

令和7年6月 
監査役（現任）

昭和52年4月
（株）北陸銀行入行

平成22年6月
同行執行役員融資第一部長

平成24年1月
同行常務執行役員

平成25年6月
（株）ほくほくフィナンシャル 
グループ取締役

平成25年6月
（株）北陸銀行取締役常務執行
役員

平成28年6月
ほくほく債権回収（株） 
代表取締役社長

令和元年6月
当社社外監査役（現任）

昭和57年4月
三井物産（株）入社

平成17年4月
Mitsui Plastics, Inc.
President CEO

平成22年4月
三井物産（株）機能化学品本部
アンモニア・硫黄事業部長

平成25年10月
同社アジア・大洋州本部
機能化学品商品本部長

平成29年7月
同社内部監査室 検査役

令和3年4月
DM三井製糖
ホールディングス（株）
内部監査室長

令和7年6月
当社社外監査役（現任）

平成27年7月
寺田倉庫（株）常務執行役員

平成30年11月
HOP（株）
代表取締役CEO（現任）

令和2年9月
（株）ファームシップ
取締役CHRO兼CCO

令和6年5月
バリオセキュア（株）社外取締役
監査等委員

令和8年6月
当社社外監査役（現任）

所有株式数

24,600株 — — —

取締役会出席状況（2025年度）

15回／15回 15回／15回 11回／11回 —

所属する委員会

ガ  サ サ サ サ

2025年度に開催された取締役
会15回のうち15回、監査役会16
回のうち16回に出席し、金融機
関における長年の経験と財務等
に関する豊富な知見から意見を
述べるなど、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保する
ための助言・提言を行いました。

指  指名・報酬諮問委員会　 ガ  ガバナンス委員会　 サ  サステナビリティ諮問委員会

2025年度に開催された取締役
会11回のうち11回、監査役会13
回のうち13回に出席し、商社や
関連業種での豊富な経験と幅広
い見識から意見を述べるなど、取
締役会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための助言・提
言を行いました。

人事制度設計や組織開発に携
わるとともに、情報セキュリティ関
連会社において監査等委員を務
めるなど、人事領域で培った専門
性および監査に関する豊富な経
験と知見を有しており、当社の監
査業務をより充実させることがで
きると判断し、社外監査役として
選任しています。
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会社情報（2026年3月31日現在）

株主構成と大株主の状況

株主構成の推移 株主還元と配当性向の推移

商号 株式会社ゴールドウイン （英文社名）Goldwin Inc.

所在地
東京本社 〒107-8570 東京都港区北青山3-5-6 青朋ビル　
本店 〒932-0193 富山県小矢部市清沢210

設立 1951（昭和26）年12月

資本金 7,079百万円

従業員数 2,641名（単体）

上場市場 東京証券取引所 プライム市場

発行可能株式総数 552,000,000株

発行済株式の総数 142,344,516株

株主数 37,686名

株主名 持株数（千株）持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15,303 11.1

三井物産株式会社 13,102 9.5

コリア セキュリティーズ デポジトリー サムスン 10,131 7.3

コリア セキュリティーズ デポジトリー シンハン セキュリティーズ 6,328 4.6

株式会社北陸銀行 5,942 4.3

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,710 4.1

公益財団法人ゴールドウイン西田東作スポーツ振興記念財団 5,076 3.7

株式会社西田 4,874 3.5

株式会社北國銀行 3,676 2.6

株式会社みずほ銀行 2,742 2.0

会社概要

株式情報

証券会社
2.5%

金融機関
31.7%

個人その他
21.6%

外国 
法人等
21.9% その他の国内法人

22.3%

※金融機関の株式数には信託業務に係る株式が含まれています。

（注） 1． 上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は7,060千
株です。

2．上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は4,490千株です。
3． 株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引」に係る信託
財産の委託先です。なお、上記委託先が所有している当社株式は、連結財務諸表および財務諸表において自己
株式として表示しています。

4． 2025年11月10日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行およびその共
同保有者であるみずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式会社が2025年10月31日現在でそれ
ぞれが株式を所有している旨が記されているものの、当社として2026年3月31日現在における実質所有株式数
の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

編集方針

〈報告対象範囲〉

株式会社ゴールドウインを中心に、ゴールドウイングループの子会社20社、関連会社2社（2026年3月31日現在）の活動について報告していますが、 

一部はゴールドウイン単体について掲載しています。

〈報告対象期間〉

2026年3月期（2025年4月1日～2026年3月31日）

※一部に上記期間外の情報を含みます。

〈参考にしたガイドライン〉

IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」

経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス2.0」

〈見通しに関する注意事項〉

本報告書には当社グループの見通し、目標、計画、戦略など将来に関する記述が含まれています。これらの記述は、本報告書の発行時点で入手可能な

情報から得られた判断に基づいていますが、実際の業績等はさまざまな要因により、これら見通しとは異なる可能性があることをご承知おきください。

〈表示単位〉

記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。

IR情報
https://about.goldwin.co.jp/ir

サステナビリティ情報
https://about.goldwin.co.jp/sustainability

 中期5カ年経営計画

 最新の決算のポイント

 決算短信／四半期業績

 有価証券報告書

 IR資料

 IR連載企画

 サステナビリティ方針とマテリアリティ

 環境

 商品・サービス

 従業員

 地域社会

 ガバナンス

 人権

 金融機関　  証券会社　  その他の国内法人　  外国法人等
 個人その他　  株主数（右軸）

 中間　  期末　  配当性向（右軸）　  総還元性向（右軸）
※2026年3月期を基準とした1株当たり配当にて表示
※2021年3月期は、創業70周年を記念し、1株当たり3.3円（分割前10円）の記念配当を実施
※ 2024年3月期は、連結業績を踏まえるとともに東京本社の移転を記念し、1株当たり3.3円
（分割前10円）の記念配当を実施
※2026年3月期は、創業75周年を記念し、1株当たり3.3円（分割前10円）の記念配当を実施
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※その他、ESG情報などサステナビリティに関連する詳細情報をご覧いただけます。※その他、業績、株式情報などIRに関連する詳細情報をご覧いただけます。




